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第１章 本計画について 

1 策定趣旨 

 埼玉県環境基本計画は、埼玉県環境基本条例の基本理念である「健全で恵み豊

かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる社

会の構築」を図るため、同条例に基づき策定するものです。 

 第５次計画は、令和４年度から令和８年度（2022 年度から 2026 年度）までの

計画期間として策定され、あらゆる主体の参画による脱炭素・循環型・自然共生

社会の実現を目指してきました。 

 この間、本県においては「カーボンニュートラル＊宣言」を行うとともに、国

際的には、循環型社会を目指す上での新たな取組としての「サーキュラーエコノ

ミー（循環経済）＊」や生物多様性＊分野での新たなコンセプトである「ネイチャ

ーポジティブ（自然再興）＊」などが掲げられ、これらに関する取組が進み始めま

した。 

 SDGs＊に掲げられた環境・経済・社会の諸課題の統合的な解決という考えを踏

襲しつつ、新たな環境上の目標である、カーボンニュートラル、サーキュラーエ

コノミー、ネイチャーポジティブの実現に向けて、第６次埼玉県環境基本計画を

策定しました。 

 

2 位置付け 

 本計画は、埼玉県環境基本条例第 10 条に基づき、環境の保全及び創造に関す

る施策を総合的かつ計画的に進めるためのものです。 

 また、県政運営の基礎となる「埼玉県５か年計画」と整合を図り、「埼玉県地

球温暖化対策実行計画」、「埼玉県廃棄物処理基本計画」、「埼玉県生物多様性保全

戦略」など環境部門の個別計画の上位計画として、環境施策を総合的・計画的に

推進します。 

 なお、本計画は環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第８条に

基づく行動計画を兼ねます。 

 

3 計画期間 

 令和９年度から令和 13 年度（2027 年度から 2031 年度）までの５年間としま

す。 
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第２章 本県の概況 

1 位置、地形及び気候 

 本県は関東平野の中西部に位置する内陸県で、東京都など１都６県に隣接し、

全域が都心から約 100km の圏域に含まれます。 

地形的特徴として、西部に 2,000ｍ級の山々が連なる秩父山系があり、東部に

向かい標高を下げ、中央部に広がる丘陵や台地、東部の海抜 20ｍ以下の低地へと

続いています。 

本県の面積の約４割が山地及び丘陵地となっていますが、台地及び低地を合わ

せて平地として算出すると、その面積は約 2,300 ㎢、全国で 11 番目の広さです。

武蔵野台地をはじめとする台地を含め、平地が県土の約６割を占めることもあ

り、可住地面積の割合は全国第２位となっています。 

また、荒川や利根川をはじめとする多くの河川が流れ、県土に占める河川面積
＊の割合は徳島県に次いで全国で２番目に高い割合となっており、これらの河川

は農業用水や生活用水として、また癒しをもたらす貴重な水辺空間として、私た

ちの生活において重要な役割を担っています。 

 本県の気候は、夏は高温多湿、冬は低温乾燥となる内陸性太平洋側気候です。

台風や大雪などの気象災害は年間を通じて比較的少ないものの、近年では、地球

温暖化などの気候変動の影響による局地的な集中豪雨や大型台風、猛暑や干ばつ

など極端な気象現象の発生頻度と強度が高まっており、大きな被害も生じていま

す。   

 

2 人口 

 本県の人口は、令和７年国勢調査（速報値）で約 729 万人となり、全国 5 位の

人口規模となっています。大正９年（1920 年）に国勢調査が開始されて以来、お

よそ 100 年にわたり増加傾向にありましたが、令和３年（2021 年）の総務省の

人口推計では人口が減少に転じ、本県も人口減少局面に転じたことが明らかとな

っています。 

 本県の人口は今後も継続的に減少し、令和 32 年（2050 年）には令和２年から

１割以上減少すると見込まれています。 

 年齢区分別にみると、０歳から 14 歳までの年少人口は、少子化の影響を受

け、令和 32 年（2050 年）には令和 2 年から約 4 割減少し、約 55 万人にまで急

減する見込みです。また、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、平成 12 年（2

000 年）の約 501 万人をピークに減少が続いており、令和 32 年（2050 年）には

ピーク時から約 3 割が減少し、約 353 万人になると推計されています。 

 一方で、令和 22 年（2040 年）には、団塊ジュニア世代が全て 65 歳以上の高

齢者となり、さらに、令和 27 年（2045 年）には本県の高齢者は約 234 万人とな

るなど、異次元の高齢化が進行することが見込まれています。 

 人口減少・超少子高齢化の急速な進行は、地域を支える商業や交通の衰退、空

き家の増加等による都市のスポンジ化＊、農林業の担い手不足による耕作放棄地
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の増大等を招くとともに、医療・福祉の費用増加などにより、現在の行政サービ

ス水準の維持やインフラの更新が困難になることが予測されます。 

 

本県の将来人口の見通し 

令和２年は「国勢調査」（総務省）の不詳補完結果 

令和７年以降は埼玉県推計 

なお、端数処理の関係で年齢３区分別の合計と人口総数が一致しない場合がある。 

                     

3 土地利用 

 県土面積約 3,798 ㎢のうち、森林が 1,192 ㎢で県土の約 31％、農地が 730 ㎢

で約 19％と合わせて約 1,922 ㎢を占め、全体の半分を構成しています。また水

面・河川・水路が 192 ㎢で約 5%を占めています。本県は西部の山地を除き台地

から低地にかけて農地が広がっており、台地丘陵地域には畑作地帯、低地には水

田地帯がそれぞれの地域の特色を生かしながら広がってきました。一方、昭和 30

年代後半以降の急速な都市化の波は、従来の農業環境を大きく変貌させることと

なり、住宅地、工業用地等への転用により農地は減少しています。 

 森林は、スギ、ヒノキ等の植林が続けられてきましたが、過去にはゴルフ場の

開発、近年では太陽光パネルの敷設用地等の転用も散見され、依然として森林は

減少傾向にあります。 

 市街地は、都心から放射状に延びた鉄道に沿って拡大しています。鉄道網、道

路網の整備に伴う交通利便性、生活利便性の向上や経済社会諸活動の拡大によ

り、宅地が増加しています（800 ㎢：県土の約 21％）。またこのように鉄道網や

高速道路などの交通インフラが発達しており、これらのインフラ用地も県内土地
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利用の一部を占めています。 

 

本県の利用形態別土地利用の推移 

「土地利用現況把握調査」（土地水政策課） 

平成 12 年、平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年、令和２年の森林面積は推計値 

区分は、国土利用計画の利用区分による。 

平成 23 年から地目区分を変更し、従来の「採草牧草地」、「原野」の区分を統合し、「原野等」とした。 

 

4 経済 

 本県の令和４年度（2022 年度）の県内総生産＊は、全国で５番目、関東地方で

は東京都、神奈川県に次ぐ規模であり、名目で約 24 兆 6,656 億円に達していま

す。産業別の構成比は、第１次産業が 0.3％、第２次産業が 25.6％、第３次産業

が 72.8％となっています。 

 本県は、米や野菜の生産が盛んであり、豊富な森林資源も有しています。令和

６年（2024 年）の農業産出額は 1,929 億円と全国第 20 位となっています。令和

元年（2019 年）の 1,678 億円と比べて、15.0％増加しています。 

 工業のうち製造業は、令和 6 年（2024 年）の製造品出荷額等 15 兆 3,069 億円

で全国第 7 位です。令和元年（2019 年）の 13 兆 7,581 億円と比べて、11.3％増

加しています。多種多様な業種が立地する中、製造品出荷額を見ると自動車製造

業（二輪自動車を含む）が最も高くなっている特徴があります。 

 商業については、令和 5 年（2023 年）の年間商品販売額は 19 兆 5,236 億円で

全国第 6 位です。平成 30 年（2018 年）の 15 兆 4,121 億円と比べて、26.7%増加

しています。 
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農 地 1,128 1,055 984 922 874 848 798 763 741 730  田・畑の合計

森 林 1,291 1,273 1,264 1,246 1,234 1,223 1,219 1,212 1,199 1,192  国有林及び民有林の合計

原 野 等 2 2 2 2 2 2 2 3 2 2  原野・採草放牧地の合計

河 川 等 187 188 190 189 191 190 191 192 191 192  水面・河川・水路の合計

道 路 265 276 291 302 321 321 328 335 342 344  一般道路・農道・林道の合計

宅 地 553 588 631 660 694 719 744 768 790 800  住宅地・工業用地・その他住宅地の合計

そ の 他 371 416 435 476 481 494 516 525 533 538
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第３章 本県を取り巻く環境分野の状況 

1 気候変動 

 平成 27 年（2015 年）の「国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP2

1）＊」において採択された「パリ協定＊」では、世界の平均気温の上昇を産業革

命前に比べ２℃よりも十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること

を目指し、各国で削減目標を定めることとしました。 

 これを受けて、我が国は令和３年（2021 年）に「地球温暖化対策推進法＊」を

改正し、令和 32 年（2050 年）までに温室効果ガス＊の排出量を実質ゼロにする

カーボンニュートラル実現に向けて、エネルギーの安定供給、経済成長、脱炭素

の３つの同時実現を目指すグリーントランスフォーメーション（GX）*の取組を

加速させています。さらに、令和７年２月には「地球温暖化対策計画」が閣議決

定され、令和 22 年度（2040 年度）までの長期的な脱炭素シナリオや温室効果ガ

ス排出量の削減目標及び目標達成に向けた対策・施策が示されました。 

 近年、本県でも 40℃を超える酷暑日を記録するなど気候変動の影響が見受けら

れます。また水災害が激甚化・頻発化しているほか、浸水が想定される区域に人

口・資産が集中していることもあり、多くの浸水被害が発生するなど、気候変動

対策の推進は待ったなしの状態です。 

 

2 資源循環 

 世界各国における鉱物資源の輸出管理の強化、資源物に係る環境規制の強化へ

の対応は、資源に乏しい我が国において喫緊の課題となっています。また、近年

の中東地域における緊張の高まりによる石油由来製品等の供給に関する不安など

先行きの不確実性が高まっています。 

 一方、我が国では、令和６年（2024 年）８月に閣議決定された「第５次循環

型社会形成推進基本計画」において、サーキュラーエコノミーを国家戦略として

進めていくことを位置付けました。サーキュラーエコノミーは、資源の有効活用

以外にも、気候変動、生物多様性の損失、環境汚染等の様々な環境問題の解決に

不可欠であり、プラスチックの資源循環、食品ロス＊削減、リチウムイオン電池

等処理困難物＊の問題等に対処するため、今後、より一層の資源の有効活用や再

資源化等に取り組む必要があります。 

 また、令和７年（2025 年）11 月には、環境省も策定に協力した、ビジネスの

ための「グローバル循環プロトコル＊（GCP）」の初版が公表されました。これ

は、ビジネス分野での資源循環の定量的評価に向けた一つの手順であり、気候変

動分野における TCFD＊、生物多様性分野における TNFD＊に次ぐ、資源循環分野

の評価・情報開示スキームとして今後の取組が期待されます。 

 

3 生物多様性 

 令和４年（2022 年）の「生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15）」にお

いて、「昆明・モントリオール生物多様性枠組＊」が採択され、令和 32 年（2050
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年）のあるべき姿として自然と共生する世界の実現と令和 12 年（2030 年）のネ

イチャーポジティブの実現を目標に掲げ取り組んでいくことが示されました。我

が国においても、「生物多様性国家戦略 2023-2030」を策定し、この中で、陸域

及び海域の 30%以上を保護地域＊及び OECM＊により保全すること（30by30 目標
＊）や、ネイチャーポジティブ経済＊の実現を目指すとしています。 

 特に 30by30 については、生物多様性保全に係る明確な数値目標であり、私た

ちに分かりやすく、生物多様性の保全の状況を示すものです。本県は海域がな

く、陸域で 30％の目標を達成している状況ですが、丘陵地から低地において保全

の取組を進める必要があります。 

 一方で、本県では、森林面積の減少に加え、ニホンジカなどの野生生物、アラ

イグマやクビアカツヤカミキリ＊などの外来生物＊の増加など、生態系＊へ悪影響

を及ぼす要因により生物多様性が悪化し続けています。また、近年はツキノワグ

マの目撃情報が多く寄せられるなど、予期せぬ野生鳥獣との遭遇による人的被害

への懸念も高まっています。 

 

4 環境保全 

 我が国では、かつて生じた激甚な公害に対する対策は一定の成果を挙げ、その

克服等の経験を踏まえた海外への技術支援やノウハウ等の移転など、世界的な公

害対策への貢献も実施してきました。 

 本県でも、近年は大気、水質分野における環境基準＊はおおむね達成している状

況です。本県でも長年にわたり環境保全に取り組んできた実績があり、この間に

蓄積した知識や技術をアジアの国々に提供し、環境問題の解決を促進してきまし

た。 

 また、身近に河川等の水辺空間があることや、河川の水質（BOD＊）の環境基

準達成率は、おおむね 90％と高い水準を保っていることなどから、「川の国埼

玉」として川の活用の取組が進んでいます。 

 一方で PFAS＊を代表とする新たな化学物質の問題や、環境基準を達成しない光

化学オキシダント＊の問題など、対策すべき課題が未だ存在します。 

 さらに、平成 24 年（2012 年）の「固定価格買取制度（FIT 制度）＊」導入によ

り急速に設置が進んだ太陽光発電については、使用済みの太陽光パネルが 2030

年代から 2040 年代にかけて大量に排出されることが見込まれているほか、デジ

タル技術の進展等によるデータセンター等のエネルギー使用量が非常に多い施設

の立地など環境負荷の増加が見込まれ、その対策についても検討等していく必要

があります。 
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第４章 長期的な目標と施策展開の基本的な考え方 

1 長期的な目標 

 健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展するこ

とができる社会の構築を目指し、21 世紀半ば（2050 年）を展望した長期的な目標

を設定します。 

 右のプラネタリー・バウンダリー＊の

図でも示されているとおり、現在の地

球では気候変動、窒素、リンなどの物

質循環、生物多様性の喪失に問題があ

るとされています。またこれらの問題が

生じていることは、地球の限界を超え

て資源等を搾取し経済活動を行ってい

ることの裏返しでもあります。 

 これらに対応するカーボンニュート

ラル、サーキュラーエコノミー、ネイ

チャーポジティブを軸に、全ての環境

分野とその上に成り立つ社会、またこ

れまでトレードオフ＊の関係にあると言われてきた経済分野についてもその調和を目

指す必要があります。 

2 施策展開の基本的な考え方 

（１）地球的規模の環境課題への対応 

 持続可能な社会の実現のためにカーボンニュートラル、サーキュラーエコノミ

ー、ネイチャーポジティブという地球的規模の環境課題について、本県としても

率先して取り組んでいく必要があります。 

 カーボンニュートラルの達成に向けた気候変動対策としての緩和策＊と適応策＊

の推進、サーキュラーエコノミーへの移行を推進することによる資源の循環利用

の推進、ネイチャーポジティブの実現を目指し、生物多様性の保全にとどまらず

その回復の推進に、それぞれ取り組んでいきます。 

（２）環境と経済の両立 

 これまで環境と経済の両立は困難と考えられてきましたが、環境に対する企業

の取組を投資家等に開示する気候変動分野の TCFD、資源循環分野の GCP、生物

多様性分野の TNFD など、市場メカニズムを通じて環境に配慮した行動を企業に

促す枠組みが広がりつつあります。積極的な情報開示により企業価値が増大す

「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「ネイチャーポ

ジティブ」の推進により、環境・社会・経済の調和した持続可能な社

会を目指す 
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る、環境への取組自体が企業利益に直結するという経済的インセンティブが、企

業の環境への取組を持続的なものにします。また、持続的な環境への取組が企業

の競争力を高め、もって県内企業の生産性を高めることにもつながります。 

 また、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）を重

視する ESG 投資＊やカーボンプライシング＊の拡大により環境価値＊を市場に取り

込み、生産行動と消費行動を共に変容させることにより、グリーンな経済システ

ムの構築が進められています。このように様々な手法を通して、環境と経済のト

レードオフを克服することが重要です。 

（３）DX の推進と先進技術の活用検討 

 人口減少への対応や技術の継承、環境対策の進展を図るために、積極的にデジ

タルトランスフォーメーション（DX）＊に取り組んでいきます。また、技術の進

展が早い分野であることも踏まえ、その進展の状況に応じてフレキシブルに対応

しながら活用することが重要です。企業活動への実装が進むなど近年成長が著し

い生成 AI＊や、ドローン＊・遠隔臨場技術＊等の新しいデジタル技術の活用によ

り、業務の効率化や、熟練職員からの技術の継承、指導方法の多角化などに取り

組んでいきます。 

 また、デジタル技術の急速な進展により、様々な分野で技術革新が進むことが

期待されます。新たに生み出される先進技術を注視しつつ、その技術が県内産業

に及ぼす影響などの観点も含め、その活用を検討していくことも必要です。 

（４）本県の特性を活かす 

 人口減少・超少子高齢社会の到来という歴史的な課題を抱える本県は、一方

で、交通・買い物・通勤等の利便性の高さとともに、河川沿いに広がる田園や丘

陵等豊かな自然環境を有しており、これらは県民にとっても魅力として捉えられ

ています。また、大規模な消費地と生産地が同居しているという特性もあり、本

県経済の活力にもつながっています。 

 また、地域ごとに存在する独特の歴史や文化は地域の魅力向上に寄与すること

も期待できます。 

 これらの特性を活かし、本県であるからこそ展開できる施策に取り組んでいき

ます。 

（５）多様な主体の参画 

 計画の推進には県のみならず様々な主体の協力・連携が必要です。国との連携

はもちろん、住民に身近な市町村との連携は、環境・社会・経済の調和した持続

可能な社会を目指す上でますます重要となります。また、河川の水質汚濁や大気

汚染などは県をまたぎ影響を及ぼすことから、関係都県との連携も必要不可欠で

す。 

 さらに、行政だけでなく県民、企業などとの連携を積極的に進めていきます。

県民に対しては、私たちの生活に気候変動などの環境上の問題が、デメリットと

してどのように影響し、問題を解決することが私たちにどのようなメリットがあ
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るのか、また、企業に対しては環境分野に参入することで自らのビジネスとの間

での好循環が生じるということを、それぞれ分かりやすく示すことで、多様な主

体の参画が図られるよう取り組んでいきます。 

（６）着実な環境保全対策と次世代の人材育成 

 私たちの生活の安全・安心を担保するため、これまで実施してきた環境保全対

策に着実に取り組んでいくことが重要です。また、科学的根拠に裏付けされた確

かな環境情報を収集・発信し広く活用できるようにするとともに様々な学びの場

を提供することで、次の時代を担う人づくりに取り組んでいきます。 

３ 計画の実効性を担保する仕組み 

 「第 5 章 実施施策」における７つの施策の方向ごとに、その施策の進捗状況を

分かりやすく、かつ客観的に示すため、数値目標（施策指標）を設定します。 

 この数値目標を含めて各施策の進捗状況を毎年度公表し説明責任を果たすととも

に、その評価結果を踏まえ施策の進め方について必要な見直しを行い、翌年度の事

業の実施方法に反映する PDCA サイクルに基づき計画を着実に進めます。 

 また、計画の進捗状況や目標の達成状況については、環境審議会へ報告するとと

もに、「環境の状況に関する年次報告書（埼玉県環境白書）」を県議会に提出し公表

します。併せて、環境白書及びホームページを通じた情報の開示を行い、広く県民

から意見・提言を求めていきます。 
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第５章 実施施策 

計画の全体像 

 

長期的な目標 

「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「ネイチャー

ポジティブ」の推進により、環境・社会・経済の調和した持続可能な

社会を目指す 

 

 

施策展開の基本的な考え方 

（１）地球的規模の環境課題への対応 

（２）環境と経済の両立 

（３）DX の推進と先進技術の活用検討 

（４）本県の特性を活かす 

（５）多様な主体の参画 

（６）着実な環境保全対策と次世代の人材育成 

 

 

施策の方向 

① 気候変動対策の推進 

② 資源の循環利用の推進 

③ 生物多様性の回復の推進 

④ 持続可能なまちづくり 

⑤ 恵み豊かな川との共生 

⑥ 着実な環境保全 

⑦ 環境科学の振興と未来を担う人づくり 
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 施策の方向① 気候変動対策の推進 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 近年の酷暑や水災害の激甚化・頻発化などを鑑みると、気候変動対策に取り組む

ことは、環境問題の中でも喫緊の大きな課題の１つであると言えます。 

 本県でも、温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させて気温上昇を抑えるため、2

030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比 46%削減という目標を設定し達成に

向けて取り組んでいるものの、令和５年度での削減率は 19.2％と削減の目安になる

水準に比べて 7.9 ポイント不足している状況です。目標達成にはより一層削減ペース

を加速させる必要があります。 

 再生可能エネルギー＊の普及拡大を進めつつ、産業や家庭などの各部門における温

室効果ガス排出削減に向けた取組を進めていきます。その際、再生可能エネルギー

等の持つ環境価値を活用するとともに、蓄電池の導入による災害時におけるエネル

ギーレジリエンス＊の強化や、省エネにより生じる経済的効果など、気候変動対策が

私たちの生活や経済活動をより良いものにするという視点を持って取組を進めるこ

とで、消費活動や生産活動の変容につなげていきます。 

 一方、再生可能エネルギーの普及拡大に当たっては、大規模太陽光発電施設の乱

開発や、太陽光パネルの供給や再資源化体制の確保などの問題に適切に対応するこ

とも必要です。 

 カーボンニュートラルの実現、気候変動に適応した持続可能な社会の実現に向

け、これら緩和策とともに、気候変動による被害を回避・軽減する適応策を一体的

に推進していきます。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) 再生可能エネルギーの普及拡大 

◆ 太陽光やバイオマス＊などの再生可能エネルギーの普及拡大 

本県における再生可能エネルギー活用ポテンシャルの大部分を占める太

陽光をはじめ、事業系食品残さ、林地残材、下水汚泥＊などのバイオマス

資源等、地域の実情に応じた再生可能エネルギーの有効利用を促進しま

す。 

◆ 再生可能エネルギー施設の適切な設置・管理 

地域の住民の安心・安全、生物多様性などが損なわれないよう十分配慮

された再生可能エネルギー施設の設置・管理を推進します。 

特に太陽光発電施設については、事業者による適正な設置・管理の確保

に向けて、市町村に対する技術的な助言や職員への研修を実施するとと

もに、災害リスクなどが懸念される施設の状況を把握し、国、市町村と

情報を共有し、連携して適切に対応します。 

◆ 非化石証書＊の活用による再生可能エネルギーの地産地消＊の推進 

県内で生み出された再生可能エネルギーの環境価値を県内事業者に供給

するため、非化石証書を活用した「彩の国ふるさとでんき（埼玉県産 



15 

 

CO2 オフセット電力メニュー）＊」等により再生可能エネルギーの地産地

消を推進します。 

◆ 災害時に活用可能な太陽光発電設備等の導入支援 

災害時に非常用電源として活用可能な太陽光発電設備等の導入を支援し

ます。また、太陽光発電と組み合わせた蓄電池の導入を支援し、住宅、

事業所、公的施設の脱炭素化とレジリエンス＊の強化を推進します。 

◆（関連取組）リチウムイオン電池や太陽光パネルの再資源化の推進 

 （新規）（後出） 

◆（関連取組）下水汚泥の活用、一般廃棄物処理施設の熱回収の促進、 

  バイオマスの利用促進（後出） 

◆ （関連取組）IoT 技術を活用した分散型エネルギーの効率的な利用の 

  推進（後出） 

(2) 産業・業務部門における温室効果ガス排出削減対策の推進 

◆「地球温暖化対策計画制度＊」の円滑な運用 

「埼玉県地球温暖化対策推進条例＊」に基づき、一定規模以上の事業者を

対象に「地球温暖化対策計画制度」を推進します。また、制度への参加

の拡大に努め、事業者による計画的な温室効果ガス排出量の削減対策を

促進します。 

◆「目標設定型排出量取引制度＊」の推進 

エネルギー消費の大きい事業所を対象とした「目標設定型排出量取引制

度」を推進します。計画期間ごとに対象事業所の温室効果ガス排出量の

目標削減率を定め、事業者による計画的な削減対策を促進します。 

◆ 事業活動における省エネルギー対策など脱炭素化に向けた取組の促進 

中小企業等から排出される CO2 を効率的に削減するため、省エネルギー

設備や再生可能エネルギー設備の導入に対する支援や省エネルギー診断

を実施します。 

また、IoT ＊等を活用したエネルギーマネジメント＊の推進、企業と連携

したセミナーや企業交流会等を通じた情報発信等により中小企業等の効

率的なエネルギー利用を促進します。 

◆「建築物環境配慮制度＊」の運用などによる低炭素建築物の普及拡大 

建築物の総合的な環境配慮の取組を公表する「建築物環境配慮制度」に

より、二酸化炭素の排出の抑制に資する低炭素建築物の適正評価や優良

ストックの蓄積を促進します。また、「低炭素建築物新築等計画＊の認

定」により低炭素建築物の普及を促進します。 

◆（関連取組）食品ロス削減の促進（後出） 

◆（関連取組）コージェネレーションシステムの導入の促進（後出） 
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(3) 家庭部門におけるライフスタイルの転換 

◆ 住宅の省エネルギー対策の実施（拡充） 

家庭用燃料電池＊などの住宅用省エネルギー設備の導入を支援することで

住宅の省エネルギー対策を促進します。 

また、「低炭素建築物新築等計画の認定」、省エネ性能と快適さを体験で

きる ZEH＊宿泊体験事業や県民向けイベントの開催などにより、省エネル

ギー住宅の普及を促進します。 

◆ 脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換 

県民、事業者に幅広く省エネへの取組を呼びかける「エコライフキャン

ペーン」、チェックシートを活用して省エネ生活に取り組む「エコライフ

DAY＆WEEK 埼玉＊」の実施などにより脱炭素社会の実現に向けた生活ス

タイルの転換を促進します。 

◆ 脱炭素社会の実現に向けた環境学習の推進 

将来の脱炭素社会の担い手となる子供たちを対象とした環境学習を漫画

で学べる副読本の活用促進等により推進します。 

また、地球温暖化防止活動推進員＊の能力向上に資する研修を実施し、そ

の活動を支援します。 

◆（関連取組）ごみを減らすライフスタイルへの転換促進（後出） 

◆（関連取組）食品ロス削減の促進（後出） 

◆（関連取組）コージェネレーションシステムの導入の促進（後出） 

(4) 運輸部門における環境配慮の推進 

◆ 電動車（EV＊・PHV＊）などの普及促進 

「地球温暖化対策推進条例」に基づき、自動車を 200 台以上使用する事

業者に対し、使用する自動車の一定割合以上を低燃費車とすることを求

める制度を適切に運用することにより、電動車（EV・PHV）などの導入

を促進します。 

民間事業者の資金を活用して県有施設に設置した EV、PHV 用充電設備の

利用を促進します。 

◆ 運輸部門の低炭素化の促進 

30 台以上の自動車を使用する事業者に対して、CO2 排出量や低燃費車の

導入について目標設定と報告を求めるとともに、大規模荷主や大規模集

客施設事業者、マイカー通勤者が多い事業者に対し、エコドライブ＊の実

施、公共交通機関の利用など、CO2 排出抑制方針の策定と提出を求める

制度を適切に運用するなど、事業者の取組を促進します。 

◆ 公共交通の利用促進や自転車活用の推進 

公共交通の利用促進に向け、公共交通の安全性・利便性を向上させる取

組を促進します。 

また、安心安全に走行できる自転車通行環境の整備や、市町村における

シェアサイクル導入等の取組支援を行うなど、自転車が利用しやすい都市
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づくりを推進します。 

◆ バイパス整備、交差点改良などによる交通渋滞の緩和 

バイパスの整備や交差点における右折帯の整備などにより交通の流れを

円滑化することで自動車による環境負荷を低減します。 

◆（関連取組）ディーゼル車運行規制（一部のディーゼル車に限る）の実施

  やアイドリングストップの指導（後出） 

(5) CO2 以外の温室効果ガス対策と吸収源＊対策の推進 

◆ フロン類＊のモニタリング及び適正管理の指導・啓発 

オゾン層＊を破壊する特定フロン＊に加え、CO2 を上回る非常に高い温室

効果を持つ代替フロン＊について、大気環境中の濃度を調査し、長期的な

傾向を把握します。また第一種フロン類充填回収業者などに対し、使用

時の漏えいの防止やなどフロン類の適正管理の指導を行います。 

◆ CO2 の吸収・貯蔵機能の向上を図る森林の整備 

CO2 を吸収し、炭素を貯蔵する機能を持続的に発揮させるため、間伐や

伐採跡地の再造林、里山＊や平地林＊等の森林整備の促進により健全で活

力ある森林を維持しつつ、高齢林を伐採して再造林することにより森の若

返りを図ります。 

また、県民や企業等による森林整備や県産木材による CO2 の吸収量・貯

蔵量の認証、環境への貢献度の見える化を行うことで、県産木材の利用

を促進します。 

◆（関連取組）水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全

（後出） 

◆（関連取組）県産木材の利用促進・率先活用（拡充）（後出） 

◆ CO2 吸収源につながる身近な緑＊の保全・創出 

県有施設の緑化を推進するとともに、ボランティア団体などによる身近

な緑の保全・創出・活用を支援し、みどり豊かなまちづくりを進めます。

また、「緑化計画届出制度＊」を適切に運用することで、CO2 の吸収源と

なる身近な緑の創出を促進します。 

◆（関連取組）みどりを守り創る活動の支援と促進（後出） 

◆（関連取組）特別緑地保全地区など地域制緑地の指定（後出） 

◆（関連取組）「ふるさとの緑の景観地」の指定・維持管理の推進（後出） 

◆（関連取組）身近な緑の公有地化の推進（後出） 

◆（関連取組）「さいたま緑のトラスト運動」の推進（後出） 

◆（関連取組）豊かな緑を保全・創出する公園整備（後出） 

◆（関連取組）県有施設などの身近な場所の緑化（後出） 

◆（関連取組）「緑化計画届出制度」の適切な運用（拡充）（後出） 
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(6) 県の率先実行と市町村支援 

◆ 県有施設における脱炭素化の推進（拡充） 

省エネルギー性の高い機器の導入等により、県有施設のエコオフィス＊化

を率先して進めます。 

また、県有施設の新築・改築、大規模改修に当たっては、ZEB ＊化や BE

MS＊の導入等を検討するとともに、施設の特性や立地状況、費用対効果

等を考慮し、県有施設における脱炭素化を進めます。ペロブスカイト型＊

をはじめとした次世代型太陽電池＊については、社会実装の状況を踏まえ

ながら、導入について検討していきます。 

◆ 上下水道事業における環境配慮の推進 

浄水場の取送水や水処理過程における省エネルギー型機器の導入や設備

の効率的な運転により省エネルギーの取組を推進します。 

また、下水汚泥の高温焼却による一酸化二窒素＊の削減や創エネ・省エネ

によるエネルギー使用量の削減による温室効果ガス削減対策を推進しま

す。 

◆ 電動車（EV・PHV）の率先導入 

「埼玉県公用車グリーン導入指針」に基づき、公用車の更新時に、電動

車（EV・PHV）の率先導入を進めます。 

◆ 市町村の支援（新規） 

「カーボンニュートラル SAITAMA ネットワーク＊」を活用し、市町村の

「地球温暖化対策実行計画」の策定・改正の支援、先進的取組等の情報

提供及び企業との連携促進等により、市町村の取組を支援します。 

◆（関連取組）県の率先行動やグリーン購入などの推進（後出） 

(7) 気候変動への適応策の推進 

◆ 気候変動の影響の評価、情報収集と情報提供 

大学等の研究機関や国の気候変動適応センター＊と連携し、気候変動影響

及び気候変動適応に関する最新知見を収集・整理し、県気候変動適応セ

ンターのホームページ等でこれらの情報提供を行います。 

◆ 農業分野や自然災害分野などにおける適応策の推進 

温暖化による気温上昇等の生育環境の変化に対応できる生産技術や家畜

飼育技術、高温耐性品種の育成など、環境変化に対応又は適応する生産

技術等の開発に取り組みます。 

また、気候変動による水災害リスクに備え、あらゆる関係者が協働して

ハード対策とソフト対策の両面から災害を軽減させる流域治水＊の推進に

取り組みます。 

◆ 暑さ対策や熱中症対策の推進 

「カーボンニュートラル SAITAMA ネットワーク」を活用した市町村の

気候変動適応対策の支援や、打ち水、日傘活用等の広報を通じ、暑熱対

策として効果的な注意喚起を行います。 
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また、熱中症対策を推進するため、「熱中症対策方針」を定め、啓発物、

広報紙、メディア等を活用した周知啓発や涼み処の整備促進などの熱中

症予防対策に取り組みます。 

◆ 気候変動適応センターによる適応策の情報発信（新規） 

市町村気候変動適応センターと連携して打ち水や暑熱対策用品の活用等

の普及啓発を実施し、県気候変動適応センターホームページからの情報

発信を行います。 

また、IoT 暑さ指数計＊により県内の暑さ指数をリアルタイムで測定・公

表することにより、熱中症対策に必要なリアルタイム情報を分かりやすく

提供します。 

◆（関連取組）CO2 吸収源につながる身近な緑の保全・創出（再掲） 

 

□施策指標 

 

温室効果ガスの排出量削減率 
１９．２％ ➡ ４８．８％ 

（令和５年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

県全体の温室効果ガス排出量の削減率（平成

25 年度（2013 年度）比）。 

令和 32 年（2050 年）までのカーボンニュー

トラルの実現に向けて、着実な温室効果ガスの

削減が重要であることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

令和 32 年（2050 年）までの脱炭素社会

の実現を旨とした「地球温暖化対策の推進

に関する法律」を根拠に、目標値を設定。 

 

温室効果ガスの排出量削減率（うち県民・事業

者の省エネなどの取組による削減率） 

１９．２％ ➡ ２９．７％ 

（令和５年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

平成 25 年度(2013 年度)と比較した県全体の

温室効果ガス排出量の削減目標のうち、県民や

事業者などの努力による削減率。 

令和 32 年（2050 年）までのカーボンニュー

トラルの実現に向けて、着実な温室効果ガスの

削減が重要であることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

県民や事業者の取組による削減効果を示

す目標とするため、大規模発電事業者など

の取組による削減効果を除いた数値を目標

値として設定。 

 

大規模事業所＊における CO₂排出量削減率 
４３．９％ ➡ ６６．４％ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

大規模事業所の CO₂排出量の削減率（基準排

出量比）。 

大規模事業所の CO₂排出量削減は県全体の温

室効果ガス排出量削減に大きく寄与することか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

「目標設定型排出量取引制度」における

令和 12 年度の目標削減率（64.6%）を踏ま

え、令和 32 年（2050 年）までのカーボン

ニュートラルの実現を目指し、目標値を設

定。 
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家庭における１人当たりの年間エネルギー使

用量 

２，４４６kWh ➡ ２，２６６kWh 

（令和５年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

家庭部門において県民 1 人当たりが年間に使

用する電力換算したエネルギー量。 

カーボンニュートラルの実現に向けて、県民

一人一人が環境への負荷を軽減した成果を示す

数値であることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

「埼玉県地球温暖化対策実行計画（第２

期）改正版」における令和 8 年度の目標値

（2,334kWh）を踏まえ、引き続き県民一

人一人が省エネルギー行動などに取り組む

ことを目指し、目標値を設定。 

 

新車（乗用車）販売台数における電動車の割合 
６２．８％ ➡ ７８．０％ 

（令和７年） （令和 13 年） 

指

標

の

説

明 

乗用車の新車販売における電動車（HV、PH

V、EV 及び FCV
＊

）の割合。 

従来車から CO₂等の排出が少ない電動車への

転換状況を示す数値であることから、この指標

を選定。 

目

標

の

根

拠 

国の「グリーン成長戦略」の目標（2035

年までに、乗用車新車販売で電動車 100%

を実現）を踏まえ、令和 17 年（2035 年）

までに電動車の割合 100%を達成すること

を目指し、目標値を設定。 
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施策の方向② 資源の循環利用の推進 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 資源そのものの枯渇が懸念されていることや、世界各国における鉱物資源の輸出

管理の強化などの動きが見られる中、今後一層資源の有効活用や再資源化を進め、

循環型社会の形成に向けて取り組んでいく必要があります。 

 循環型社会形成に向けた新たな推進力となるサーキュラーエコノミーについて

は、令和７年度の埼玉県四半期経営動向調査によると「サーキュラーエコノミーに

取り組んでいる」と回答した企業は 9.2％、令和８年度の県政サポーターアンケート

によると「サーキュラーエコノミーについて知っている」と回答した人は、17.6％

であり、サーキュラーエコノミーの取組や認知度の拡大が課題となっています。こ

のため、令和５年６月に設置した「サーキュラーエコノミー推進センター埼玉＊」が

引き続きワンストップ支援拠点として企業等からの相談に対応するほか、情報発信

や事業化支援に取り組んでいきます。 

 また資源としての利用ができなくなった廃棄物についても、バイオマスや発電用

の熱源として利用するなど有効活用していきます。 

 一方で、今後、大量廃棄が見込まれる使用済みの太陽光パネルや、不適切な処理

が廃棄物処理施設等での火災の原因となることがあるリチウムイオン電池につい

て、適切な処理の確保と資源としての有効活用という観点から、その処理体制の構

築に取り組んでいきます。 

 さらに海洋汚染の要因として問題となっているプラスチックごみについては、屋外

に放置されることなどによりマイクロプラスチック＊化し回収が困難となるため、分

別回収や素材としての再利用等を促進することにより資源としての有効活用を進めて

いきます。 

 発生抑制と再使用を最優先とし、再生材や再生可能素材の活用、食品ロス削減等

を通じて資源の循環利用を推進していきます。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) サーキュラーエコノミーの推進 

◆ 企業と連携した資源循環の推進（新規） 

サーキュラーエコノミーに取り組む企業や市町村等の交流の機会を提供

し、また、県内企業にサーキュラーエコノミーへの参入をビジネスチャ

ンスとして促し企業間の連携によるイノベーション＊を誘発するための支

援を実施するとともに、製品設計段階から環境負荷低減を促すなど、企

業と連携した資源循環の取組を推進していきます。 

◆ サーキュラーエコノミー型製品・サービスの利用促進（新規） 

サーキュラーエコノミー型製品や、サーキュラーエコノミーに関する取

組を実施する事業者を県が登録・公表することで、サーキュラーエコノ

ミー型製品等が選ばれる気運の醸成を図っていきます。 
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◆ サーキュラーエコノミーに対する消費者の理解促進（新規） 

消費者に対してサーキュラーエコノミーに対する理解促進のための普及

啓発を行うことで、行動変容を促進します。 

◆ 廃棄物の再資源化技術の高度化支援（新規） 

高度な再資源化の技術を導入する設備の普及を図り、経済成長や付加価

値の高い再資源化を広げていきます。 

◆ リチウムイオン電池や太陽光パネルの再資源化の推進（新規） 

今後発生量の増加が見込まれるリチウムイオン電池や太陽光パネルなど

の処理困難物について、リチウムイオン電池は市町村と連携した県民へ

の分別排出徹底の呼び掛けや広域的な回収体制の構築に向けた市町村の

支援、太陽光パネルは適正処理の推進、分別回収・資源化に向けた体制

の構築を進めます。 

(2)  リデュース・リユースの推進 

◆ ごみを減らすライフスタイルへの転換促進 

「プラごみゼロウィーク」＊を通じたマイクロプラスチックの発生要因と

もなるプラスチックごみの削減や、県政出前講座＊などの取組を通じて資

源の有効活用や廃棄物の削減の重要性を啓発することで、県民のごみを

減らすライフスタイルへの転換を促進していきます。 

◆ 食品ロス削減の促進 

「県下一斉フードドライブキャンペーン＊」や「彩の国エコぐるめ事業
＊」などの取組を通じて食品ロス問題について啓発し、県民・事業者によ

る食品ロス削減の取組を促進します。 

◆ 県の率先行動と市町村支援 

品質や価格だけでなく、環境負荷ができるだけ小さい製品やサービスを

優先して購入するグリーン購入＊を推進し、市町村にも協力を呼び掛けて

いきます。 

◆（関連取組）脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換（再掲） 

◆（関連取組）県の率先行動やグリーン購入などの推進（後出） 

(3) 廃棄物の循環利用及び廃棄物エネルギーの有効活用の推進 

◆ 「彩の国資源循環工場＊」・環境整備センター＊を拠点とした資源循環の 

  推進 

民間の有する技術力・経済力と公共の有する計画性・信頼性を生かした

「彩の国資源循環工場」を適切に監理・運営し、廃棄物の再生利用やエ

ネルギーの有効活用を促進していきます。 

◆ 下水汚泥の活用、一般廃棄物＊処理施設の熱回収の促進、バイオマスの 

  利用促進 

下水汚泥の消化ガス発電＊や下水汚泥焼却炉の廃熱発電を推進し、また下

水汚泥燃焼灰の肥料原料としての利用を推進します。 
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市町村等に対する技術的助言等により、一般廃棄物処理施設におけるエ

ネルギーの有効利用を図ります。 

研修等を通じた普及啓発や関係事業者のネットワーク構築の支援等を行

い、てバイオマスの利活用を促進します。 

◆ 浄水発生土＊のセメント原料化など再資源化の推進 

浄水発生土について、セメント原料や園芸用土、グラウンド用土等とし

て再利用することにより、再資源化と最終処分量の削減を推進します。 

◆ 各種リサイクル法の的確な運用 

廃棄物の減量化及び適正処理を推進するため、容器包装、建設、自動車

など各種リサイクル法の的確な運用に向け、普及啓発や情報提供、排出

事業者指導等を行います。 

◆（関連取組）太陽光やバイオマスなどの再生可能エネルギーの 

  普及拡大（再掲） 

 

□施策指標 

 

サーキュラーエコノミーに取り組む県内中小

企業の割合 

９．２％ ➡ ２１．０％ 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「埼玉県四半期経営動向調査」におけるサー

キュラーエコノミーの認知度と取組状況につい

ての設問に対して、「取り組んでいる」と回答し

た県内中小企業の割合。 

県内企業のサーキュラーエコノミーへの取組

に対する県による支援の成果を示す数値である

ことから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去 3 年間（令和 5 年度～令和 7 年度）

の実績値の伸び率（年平均約 2％）を踏ま

え、同水準の割合で増加させることを目指

し、目標値を設定。 

  

産業廃棄物＊の再資源化量 
４９３万ｔ ➡ ５００万ｔ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

産業廃棄物及び有償物量＊のうち、原材料と

して再利用された量。 

再生材の市場供給量の拡大を示すことから、

この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去 10 年間（平成 27 年度～令和 6 年

度）の最も高い水準である 500 万 t（平成

27 年度）まで再資源化量を確保することを

目指し、目標値を設定（令和元年東日本台

風による影響のあった令和元年度を除

く）。 

 

一般廃棄物の１人１日当たりの焼却量 
６１０g/人・日 ➡ ５５８g/人・日 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

住民１人が１日に排出する一般廃棄物のう

ち、焼却処理される量。 

住民・事業者のごみの発生抑制の取組に加

え、自治体などのごみの焼却処理から循環利用

への転換に向けた取組の進展を示すことから、

この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

「第 10 次埼玉県廃棄物処理基本計画」

における令和 12 年度の目標値（565g/人・

日）を踏まえ、さらに削減することを目指

し、目標値を設定。 
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一般廃棄物の排出量 
２１０万ｔ ➡ ２０５万ｔ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

年間の一般廃棄物の総排出量。 

住民・事業者のごみの発生抑制の取組が進展

していることを的確に示すことから、この指標

を選定。 

目

標

の

根

拠 

「第 10 次埼玉県廃棄物処理基本計画」

における令和 12 年度の目標値（206 万 t）

を踏まえ、さらに削減することを目指し、

目標値を設定。 

 

食品ロス量 
１７．７万ｔ ➡ １６．０万ｔ 

（令和５年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

年間の食品ロスの発生量。 

住民・事業者の食品ロス削減の取組が進展し

ていることを的確に示すことから、この指標を

選定。 

目

標

の

根

拠 

「第 10 次埼玉県廃棄物処理基本計画」

における令和 12 年度の目標値（16.2 万 t）

を踏まえ、さらに削減することを目指し、

目標値を設定。 
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施策の方向③ 生物多様性の回復の推進 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 人間活動により世界的に生物多様性は悪化し続けており、多種多様な動植物が生

息・生育できる自然環境の保全・回復・創出が求められています。 

 このような状況の中、令和６年３月に「埼玉県生物多様性保全戦略（2024(令和

6）年度～2031（令和 13）年度）」を策定し、令和 32 年（2050 年）までの自然と共

生する社会（自然共生社会）の実現を見据え、令和 12 年（2030 年）までに、生物

多様性の損失を止め、反転させ、回復軌道に乗せて、人々と地球双方にとって利益

となるネイチャーポジティブ（自然再興）を実現することとしました。 

 さらに、生物多様性の損失を止めるためには、経済システムがもたらす生物多様

性への負荷への対応が重要であり、生物多様性や自然資本＊の観点を企業などの事業

活動に取り入れ、ネイチャーポジティブ経済への転換を図ることが必要です。 

 希少野生動植物＊の保護増殖活動を推進した上で、アライグマ、クビアカツヤカミ

キリなどの侵略的外来生物＊に係る防除対策等に県民・企業など多様な主体とともに

取り組みつつ、ニホンジカ、イノシシやツキノワグマなどの野生鳥獣を適正に管理

することで人的被害、農林業被害の防止と生物多様性の回復を目指します。 

 森林は県土面積の約 31％を占めており、生物多様性の保全や水源かん養＊、木材

等の林産物の供給、二酸化炭素吸収源対策（気候変動緩和策）、レクリエーションの

場の提供等多くの機能を有します。また、本県の特徴である県土全体の面積の 3.9％

を占める河川は、野生生物の生息環境として重要な役割を果たしています。 

 このような豊かな緑や水を守るべく、多面的機能＊を発揮する森林の保全・育成や

水域における多様な生態系ネットワークの形成にも取り組みます。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) 生態系の健全性の回復 

◆ 希少野生動植物種の保護増殖・調査・普及啓発等の実施 

市町村や保全団体等の実施するムサシトミヨ＊などの希少野生動植物の保

護増殖活動を支援します。 

希少野生動植物の生息地等の巡視による生息状況及び生体把握調査を行

います。 

レッドデータブック＊の作成、保護すべき種や保護区の指定等に係る調

査・検討、環境教育、イベントや保全活動等を通じた普及啓発を行いま

す。 

◆ 希少野生動植物の継続的調査 

オオタカなどの野生動植物の生息状況調査を継続して実施し、生息・生

育環境の変化を把握することで在来種の保全に努めます。 

◆ 保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM）等の取組の 

  推進、支援（新規） 

生物多様性の保全が図られている区域を国が認定する「自然共生サイト
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＊」への参加を促し、認定後も継続的な管理が図られるよう、市町村、団

体、企業等に対して、情報提供や助言等を行います。また、県有施設の

「自然共生サイト」認定も推進します。 

◆ 侵略的外来生物の計画的防除（拡充） 

アライグマやクビアカツヤカミキリ、ナガエツルノゲイトウ＊などの侵略

的外来生物について、全県的な情報収集体制を整備し、防除実施計画の

策定などにより早期発見と駆除を推進します。 

アライグマについては、捕獲従事者養成研修を行うことや効果的・効率

的な捕獲のための技術的支援などを行う等、市町村と連携した捕獲等の

推進、捕獲効率化に向けた調査や情報収集を行います。 

また、クビアカツヤカミキリについては、県境をまたぐ拡散が懸念され

ることから、近隣都県と連携した防除の取組を推進します。 

◆ 野生鳥獣の生息状況調査などによる保護管理 

野生鳥獣の生息状況調査や鳥獣保護区の指定等により、鳥獣の生息環境

を保全整備し、狩猟の適正化を図ります。また、県獣医師会やボランテ

ィアと連携し、傷病野生鳥獣の保護を推進します。 

◆ 野生鳥獣の個体数管理等による生態系などへの被害の防止（拡充） 

シカ食害による生態系被害やクマによる人身被害等を防止するため、「第

二種特定鳥獣管理計画＊」の策定・見直し等により、狩猟や有害鳥獣捕獲
＊、管理捕獲＊等による個体数管理を実施するとともに、捕獲の必要性に

ついての情報発信に努めます。 

また、捕獲に伴う安全対策として、例えば、登山道の入口に看板を掲示

して登山者に対して注意喚起するなど必要な周知を行います。 

◆ 野生鳥獣を保護管理する担い手の育成・確保 

狩猟免許の新規取得者増加に向けた事前講習会や狩猟者育成のためのペ

ーパーハンター研修や初級者研修会、他自治体と連携した実践的な捕獲

研修等を実施することで保護管理の担い手の育成を行います。 

◆ 野生鳥獣における感染症等への連携した対応 

高病原性鳥インフルエンザ＊・野鳥不審死の発生に対処するため、県関係

機関・国・市町村との連携体制を構築します。イノシシにおける豚熱（C

SF）＊等の感染症が疑われる場合は、感染拡大防止及び早期収束に向け

て県関係機関・国・市町村と連携して対応します。 

また、人と野生生物が接触する機会の増加に伴い感染症のリスク等を正

しく理解する重要性が高まっていることから、人と動物との健康、それ

らを取り巻く環境を包括的に捉えるワンヘルス＊の考えに立ち、必要な情

報発信に努めます。 

 

 

 



27 

 

(2) 生物多様性保全に係る取組を支える基盤整備 

◆ 多様な主体が連携・協働したネイチャーポジティブに向けた取組の推進

 （新規） 

企業、市町村、環境保全団体等が参加するネイチャーポジティブ推進分

科会を通じた先進的なマッチング事例の創出や情報提供などにより、多

様な主体の連携・協働による取組を促進していきます。 

◆ みどりに関する学習環境の整備 

デジタルでの学びに対応した教育現場で活用しやすく学習効果の高い

「みどりと生き物」の学習コンテンツ＊について、県内小学校での活用を

促進すること等により、将来のみどりの担い手育成に取り組みます。 

◆ 自然ふれあい施設＊の利用促進 

自然学習センターなどの自然ふれあい施設を生物多様性の学習の場とし

て活用し、県民、行政及び教育関係者、事業者、民間団体等に向けた普

及啓発を行い、県民の自然に対する意識の向上に取り組みます。 

◆ みどりを守り創る活動の支援と促進 

県民・企業・団体が参加する「彩の国みどりのサポーターズクラブ＊」の

活動支援や技術向上のための講習会、SNS＊等を通じた会員の相互交流や

情報発信などを行い、みどりを守り創る活動を促進します。 

また、団体の活動紹介などのみどりの情報を一元化し、団体等の情報発

信の場としても活用できる「埼玉みどりのポータルサイト」を運営しま

す。 

◆ 生物多様性センターによる保全活動等の支援（新規） 

環境科学国際センター内に設置した生物多様性センター＊による地域にお

ける保全活動情報の集約、多様な主体との協働・連携支援などにより多

様な主体による生物多様性に関する取組を促進します。 

◆ 県民による自然環境保全活動の推進 

希少種や在来種の動植物の保全活動に取り組む団体への技術的支援や、

希少野生生物保護推進員＊等と連携した生息・生育状況の把握等を実施し

ます。 

(3) 多面的機能を発揮する森林の保全と育成 

◆ 水源かん養機能等の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全 

間伐や枝打ちなどの森林整備により下層植生＊を豊かにし、水源かん養機

能等を発揮させるとともに、「埼玉県水源地域保全条例」を適切に運用

し、水源林を保全します。また、針広混交林＊化を進め植生を豊かにし生

態系にも配慮します。 

◆ 森林の病虫獣害防止対策の実施 

森林において、ニホンジカによる食害やツキノワグマによる剥皮被害を

防止するため、獣害防止柵や樹皮ガード等を設置します。 

森林の獣害地では、自然力の活用により整備コストを縮減した環境林整
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備＊の手法を確立・普及します。 

また、カシノナガキクイムシ＊によるナラ枯れ＊被害への防除対策を推進

します。 

◆ 都市と山村の連携による森づくり 

上流域の山側市町村と下流域の都市部市町との連携協定などを促し、森

林整備や木材利用、地域間交流の取組を支援します。 

◆ 県民参加による森づくりの促進 

広く森林の大切さを理解できるように、森林活動を体験する機会の充実

を図るとともに、森林ボランティアの活動を希望する県民に対して、森

林における安全作業を学習できる機会の充実を図ります。 

また、社会貢献を目的として森づくりを希望する企業が、県内の森林にお

いて活動しやすくなるよう環境整備を行うなど、森づくり活動の継続を

促進します。 

◆ 自然公園＊の保全 

秩父地域を中心とした山地の優れた風景地である自然公園を保全し、優

れた天然林や希少野生動植物の生息・生育地の保護を推進します。県民

が安心・安全に自然を体感できるよう自然公園内の登山道等の施設を適

切に整備します。 

◆（関連取組）県産木材の利用促進・率先活用（拡充）（後出） 

◆（関連取組）健全な水循環構築に向けた取組の実施（後出） 

◆（関連取組）農林業・農山村の持つ多面的機能の維持発揮（新規）（後出） 

(4) 里地里山＊や水域における多様な生態系ネットワークの形成 

◆ 特別緑地保全地区＊など地域制緑地＊の指定 

潤いと安らぎのある都市景観の形成など多様な機能を有する緑地を保全

するため、市町村と協力し特別緑地保全地区など地域制緑地の指定を推

進します。 

◆ 「ふるさとの緑の景観地＊」の指定・維持管理の推進 

埼玉らしさを感じさせる樹林地を保全するため、市町村と協力し、ふる

さとの緑の景観地の指定を推進します。また、各景観地の保全計画に基

づき、当該景観地の良好な維持管理を推進します。 

◆ 身近な緑の公有地化の推進 

「ふるさとの緑の景観地」などに指定されている緑地を守るため、相続

などにより指定地の一体性や景観が著しく損なわれるおそれがある土地

などについて、市町村と協力して公有地化を推進します。 

◆ みどりの三富地域＊づくりの推進 

三富地域における緑地や農地の保全・活用に関する事業を推進していき

ます。また、この地域で行われている平地林を活用した落ち葉堆肥農法

を基本とする農業の振興を図るため、農業者と地域住民等の協働による

地域づくりを推進します。 
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◆「さいたま緑のトラスト運動＊」の推進 

埼玉の優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民・企業等からの寄附によ

り県民共有の財産として末永く保全する「さいたま緑のトラスト運動」

を推進します。 

◆ 里山や平地林の整備・保全・活用 

ツキノワグマやイノシシなどを人里に近づけないための緩衝帯＊としても

里地・里山の整備が必要です。そのため、繁茂してしまった竹やササの刈

払い等を行う地域の活動やボランティア団体等が取り組む里山・平地林

整備の担い手の育成を支援します。 

里山・平地林の若返りを図るため、更新のための伐採を支援し、整備後

の里山・平地林について、憩いの場やこどもの自然体験の場としての活

用を促進します。 

◆ 見沼田圃＊の保全・活用・創造 

「見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針」に基づき、土地利用の調整

や公有地化事業を行うとともに、公有地化した土地の利活用事業を行い

ます。 

また、貴重な都市近郊緑地空間である見沼田圃において重要な役割を果

たしている見沼農業の振興対策、支援体制の整備及び公有地化農地活用

対策を実施します。 

◆ 環境に配慮した公共事業の実施 

県産木材などの自然素材を利用し、自然と調和した治山施設＊や森林管理

道の整備を促進するとともに、農業用排水施設の改修などにおける排水

路の護岸において水路底を土砂で整備するなど、農山村の環境保全や生

態系に配慮した事業を行います。 

また、河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化

との調和にも配慮し、河川が本来所有している生物の生息・生育・繁殖

環境及び多様な河川景観を保全・創出します。 

県の公共工事においては「埼玉県環境配慮方針」により環境への配慮に

努めます。 

◆ （関連取組）自然や生物、景観に配慮した河川整備（後出） 

◆ 農林業・農山村の持つ多面的機能の維持発揮（新規） 

農地法面の草刈りや水路の泥上げ等の基礎的保全活動、農業用用排水路

や農道などの施設の軽微な補修や生態系保全などの農村環境保全活動、

施設の長寿命化のための活動等、農業・農村が持つ多面的機能を支える

共同活動を支援します。 

(5) 人と自然が共生する都市づくり 

◆ 地域と調和した都市農業の振興 

都市農業の経営維持及び多面的機能の発揮を図るとともに、都市住民の

理解の醸成を図ることで都市農業の振興を図ります。 



30 

 

◆ 豊かな緑を保全・創出する公園整備 

県民生活に潤いと安らぎを与える身近な緑の創出や憩いの場を提供する

とともに、災害時の活動拠点となるなど、大きな役割を有する都市公園

を整備していきます。 

◆ 県有施設などの身近な場所の緑化 

県有施設の緑化を推進するとともに、ボランティア団体などが実施する

身近な緑の保全・創出・活用を支援し、みどり豊かなまちづくりを進め

ます。 

◆「緑化計画届出制度」の適切な運用（拡充） 

「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づき、敷地面積 1,000 ㎡以

上の敷地において建築行為を行う場合に緑化基準に基づく緑化計画を県

に届け出る制度を適切に運用し、緑の創出を図ります。 

また、緑化のコンセプトを明確化することや太陽光発電施設の緑化面積

への算入を廃止することで、「緑化計画届出制度」がより一層ネイチャー

ポジティブの実現につながる緑化となるよう取り組みます。 

 

□施策指標 

 

希少野生動植物種の新規保護増殖箇所数 
７箇所  ➡  ２０箇所 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「希少野生動植物の種の保護に関する条例」

で、県内希少野生動植物種に指定されている種

の新規保護増殖箇所数。 

特に保護が必要とされる条例指定種の保護増

殖の必要性について、県民の理解を深めるた

め、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

条例指定種のうち飼育・栽培が可能な

11 種類ごとに１箇所以上増やすことを目指

し、目標値を設定。 

 

自然共生サイト認定数 
１５件  ➡  ３３件 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

民間などの取組によって生物多様性の保全が

図られている区域として国が認定する自然共生

サイトの県内認定数。 

自然共生サイトが増加することは、法律など

で保護することが定められている地域以外で

も、民間や地域社会による主体的な取組により

生物多様性の保全が進んでいることを示すこと

から、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

国において令和５年度の認定目標数 100

件、１都道府県当たり年間約２件としてい

ることを踏まえ、本県ではこれを上回る年

間３件の認定を目指し、目標値を設定。 
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指定管理鳥獣＊の推定個体数 

ツキノワグマ      ４５２頭  ➡    ４４８頭 

          （令和７年度）    （令和 13 年度） 

ニホンジカ    １１，６９０頭  ➡  ４，４０７頭 

イノシシ      ２，２５３頭  ➡  １，１１４頭 

          （令和６年度）    （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

県が「特定鳥獣管理計画」において個体数管

理の目標を定めた指定管理鳥獣の推定個体数

（生息状況調査における平均値等）。 

指定管理鳥獣を適正な個体数に維持管理する

ことは、人命や自然を守るための生態系管

理の一環であり、生物多様性の確保に資する取

組であることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

 ツキノワグマについては、人身被害

を防止するため、人身被害が発生して

いない現状を踏まえ、特定鳥獣管理計

画策定時（令和８年度）の推定個体数

を若干下回る数を目指し、目標値を

設定。 

ニホンジカ及びイノシシについて

は、農作物被害による経済的損失や植

生被害による土砂流出などを防ぐため

に、国の目標に準じて、平成 23 年度

（2011 年度）の推定個体数から半減

させることを目指し、目標値を設定。 

 

 

埼玉みどりのポータルサイトへのアクセス数 
１３７，７３４回 ➡ ２００，０００回 

（令和７年度）   （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「埼玉みどりのポータルサイト」へのアクセ

スから退出までを１回として計上した回数。多

彩なコンテンツを盛り込み、登録団体が自由に

情報発信できる同サイトへのアクセスが増える

ことで、県民や企業、団体などの理解や関心が

高まり、各活動者間の連携やみどり施策の推進

につながるため、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

令和７年度（2025 年度）の実績値

（137,734 回）を踏まえ、更なる広がりを

目指し、目標値を設定。 

 

森林の整備面積 
７，０００ｈａ 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

間伐や植栽、下刈りなどの森林整備を実施し

た面積。 

水源かん養機能などの森林が持つ公益的機能

を持続的に発揮させるためには、適切な森林整

備が不可欠であることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

県産木材の供給に必要な間伐や植栽、下

刈り、また、水源のかん養機能等の発揮に

必要な針広混交林への誘導などの森林整備

を、近年の実績を踏まえ、年間 1,400ha 実

施することを目指し、目標値を設定。 
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緑の保全面積 
５７０ｈａ ➡ ５８５ｈａ 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

 特別緑地保全地区及び近郊緑地特別保全地区＊

の指定面積、「緑のトラスト保全地＊」の面積、

公有地化した面積、「ふるさと緑の景観地」指

定面積等の合計。 

これらの緑地は、優れた自然や歴史的環境を

有し、県として保全すべき緑地であることか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

特別緑地保全地区の指定や「緑のトラス

ト保全地」の面積及び「ふるさとの緑の景

観地」の指定等を踏まえ、目標値を設定。 
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施策の方向④ 持続可能なまちづくり 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 本県の人口は減少傾向にあり、75 歳以上の高齢者人口は全国トップクラスのスピ

ードで増加することが予想されています。 

 現在でも、中心市街地の衰退や空き家の増加等による都市の低密度化が進行し、

地域活力の低下などが顕在化しつつあります。また激甚化・頻発化する災害にも対応

していかなければなりません。 

 このような人口減少・超少子高齢社会の到来という歴史的課題に対応するため、

あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる「日本一暮らしやすい埼

玉」を目指すべく、人口減少・超少子高齢化を前提としたまちづくりを通じて持続

的な社会を構築する「埼玉版スーパー・シティプロジェクト＊」を広く展開していき

ます。人的支援、財政支援、企業とのマッチング支援、技術支援等により市町村の

プロジェクトを県が支援し、持続可能なまちづくりを進めていきます。 

 また、社会自体が持続可能であるためには、私たちの社会生活や経済活動自体も

持続可能である必要があります。 

 本県の多様な地域特性を生かしたまちづくりに取り組むとともに、生活に欠かせ

ないエネルギーについて、太陽光発電と蓄電池を組み合わせるなど、その効率的な

利用を図り、経済活動においても、環境に配慮した事業活動を主とした持続可能な

経営が実現できるよう、必要な支援を行っていきます。 

【今後の施策と主な取組】 

 (1) 環境と共生する持続可能なまちづくりの推進 

   ◆「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進による持続可能な 

     まちづくり 

超少子高齢社会における諸課題に対応するため、市町村や企業などととも

に、コンパクト・スマート・レジリエントの３つの要素を兼ね備えた持続

可能なまちづくりに取り組む「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」を

着実に進めます。 

◆ 地域資源を活用した取組の推進 

地域資源の活用や活用のための連携・協力し合う取組が進むよう、再生

可能エネルギーの利用拡大、廃棄物の持つエネルギーの活用、都市と山

村の連携による森づくりなどを進めます。 

◆ 県産木材の利用促進・率先活用（拡充） 

「伐って・使って、植えて、育てる」森林資源の循環利用を進める「活

樹＊」を推進するため、県民が木材と触れ合う機会を創出し、木の良さを

ＰＲすることや、中高層建築物の木造化・木質化を提案できる技術者を

育成することで、県産木材の利用促進を図ります。 

また、「埼玉県県産木材利用促進指針」に基づき、県が整備する施設の建

築に当たっては可能な限り木造化・木質化を図り、県産木材の利用拡大
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を進めます。 

◆ 地域の特性を生かした景観づくりの推進 

良好な景観形成を進めるため、景観に関する啓発及び知識の普及などに

取り組む市町村・地域団体を支援します。 

また、電線類の地中化により良好な景観形成を進めます。 

◆ グリーン・ツーリズム＊の推進 

観光農園や体験交流施設、農産物直売所、体験ができる宿泊施設などの

情報を収集し、ポータルサイトのほか、鉄道会社や旅行会社などの民間

事業者と連携し幅広く発信します。 

◆ 史跡・名勝・天然記念物などの指定 

環境と共生する魅力あふれる地域社会の構築に向けて、歴史上あるいは

学術上等の価値が高く、本県の歴史・文化・自然を象徴する重要な場所

などを史跡・名勝・天然記念物等に指定し、保護に努めます。 

◆ 大規模開発事業における環境の保全 

大規模な開発事業等について戦略的環境影響評価制度＊及び環境影響評価

制度＊を適切に運用することで、事業者による環境に配慮した事業計画の

策定・実施を促進します。 

(2) エネルギーの効率的な利用の推進 

◆ コージェネレーションシステム＊の導入の促進 

家庭用燃料電池等の導入を支援し、家庭の省エネルギー化と住宅のレジ

リエンス強化を図るとともに、コージェネレーションシステムを導入す

る事業者を支援します。 

◆  IoT 技術を活用した分散型エネルギー＊の効率的な利用の推進 

太陽光発電と蓄電池の組み合わせやエネルギーの面的利用を推進し、地

域における分散型エネルギーの効率的な利用を促進します。また、IoT を

活用したエネルギーマネジメントによる省エネルギー化や、バーチャルパ

ワープラント（VPP）＊技術などを活用したディマンドリスポンス（D

R）＊等によるエネルギーコストの低減を促進します。 

◆（関連取組）再生可能エネルギー施設の適切な設置・管理（再掲） 

◆（関連取組）「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進による 

  持続可能なまちづくり（再掲） 

(3) 環境に配慮した事業活動の支援 

◆ サステナブル経営＊に取り組む企業への支援（拡充） 

高いレベルでサステナブル経営（持続可能な経営）に取り組んでいる中

小企業を県が認証することや、企業に対してメールマガジンやセミナーの

開催などによる情報発信を行うことで、企業の持続可能な経営を支援し

ます。 
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◆ 中小企業の環境・エネルギー分野のビジネス支援 

中小企業等における新市場の開拓や競争優位性の確立による持続的な成

長を促すため、環境・エネルギー・GX 等に関する革新的な新技術や新製

品の開発等を支援します。 

◆ 環境に配慮した農業の振興や地産地消の推進 

環境への負荷を低減する農業に取り組む農業者に対し、技術習得及び流

通販売の面で支援します。 

また、埼玉県地産地消月間キャンペーンの実施や県産農産物を積極的に

利用している店舗等を「県産農産物サポート店」として登録、PR するな

ど、農産物の地産地消を推進します。 

◆ 県の率先行動やグリーン購入などの推進 

環境に配慮した公共事業や気候変動対策などに事業者として率先して取り

組みます。 

また、県が、品質や価格だけでなく、環境負荷ができるだけ小さい製品

やサービスを率先して購入し、市町村にも協力を呼び掛けるなど、「グリ

ーン購入」の普及を進めます。 

 

□施策指標 

 

埼玉版スーパー・シティプロジェクトの KPI＊

を達成している市町村の割合 

６％  ➡  ８０％ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

各市町村が設定したコンパクト・スマート・

レジリエントの３要素に係る KPI を全て達成し

ている市町村の割合。 

プロジェクトのコンセプトである 3 要素に係

る KPI を達成することが持続可能なまちづくり

に寄与することから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

県の支援により「埼玉版スーパー・シテ

ィプロジェクト」の取組が進み、KPI を達

成している市町村の割合が着実に増加する

ことを目指し、目標値を設定。 

 

県産木材の供給量 
８７，０００㎥ ➡ ９８，０００㎥ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

森林から伐採・搬出され、利用される木材

量。 

「活樹」を推進し健全な森林を次代に引き継

いでいくためには、木材の利用を拡大させ、森

林資源の循環利用を進めることが重要であるこ

とから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

公共施設や民間住宅での活用など県産木

材の利用を促進する取組により、過去 10

年間（平成 27 年度～令和 6 年度）の最高

値（令和元年度 97,000 ㎥）を上回ること

を目指し、目標値を設定。 

 

 

 

 

 

 



36 

 

 

環境に配慮したサステナブル経営に関するセ

ミナー等参加企業数 

６００社 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

県が実施するサステナブルな経営に関するセ

ミナーの参加企業数。 

企業のセミナーへ参加が、環境に配慮したサ

ステナブル経営への取組状況を示すため、この

指標を設定。 

目

標

の

根

拠 

令和２年度から令和７年度までの環境

SDGs 関連セミナーの参加企業数の年間平

均の 100 社からのさらなる増加を目指し年

間 120 社の参加を目指し、目標値を設定。 
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施策の方向⑤ 恵み豊かな川との共生 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 本県の恵み豊かな川を守り、共生を図るには、良好な水質や豊かな水量、水辺の

生物とそれらを育む河川環境の確保が必要になります。また、川には自然環境を生

かした地域活性の場となるグリーンインフラ＊という側面もあり、本県の大切な財産

として未来に引き継いでいかなくてはなりません。 

 川の水質に影響を与える生活排水について、令和７年度末の生活排水処理人口普

及率は 94.3%で、国の掲げる目標である概成＊95%以上をおおむね達成している状況

にあります。一方、浄化槽の法定検査＊の受検率は令和６年度末で 24.8%と低い状況

にあり、浄化槽の適正な維持管理を促進する必要があります。また河川水質の環境

基準達成率は 90％前後で推移しており、100％達成にはより一層の改善が求められ

ます。 

 このため、工場・事業場に対する規制遵守指導や浄化槽の適正な維持管理の促進

などにより、河川水質の改善に取り組みます。 

 また、生物が豊かな河川環境の確保に向け、自然や生物、景観に配慮した河川整

備を進めるほか、県民・団体・企業が連携し、河川清掃や生物調査、川の利活用に

取り組む「SAITAMA リバーサポーターズプロジェクト＊」を推進していきます。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) 公共用水域＊・地下水の汚染防止 

◆ 水質の汚染の監視（常時監視） 

水環境の保全には水質汚濁の状況などを常に把握することが重要である

ため、「水質汚濁防止法」に基づき「水質測定計画」を定めて常時監視を

行い、データの公表や類型指定の見直しなど水質の向上に向けた取組を

推進します。 

◆ 工場・事業場に対する規制遵守指導及び地下水の汚染拡散の防止 

「水質汚濁防止法」等に定める排水基準が適用される工場・事業場への

効率的な立入検査などにより、排出水の汚染状況を確認し、排水基準の

遵守を指導します。また、「土壌汚染対策法」等に基づき土地所有者など

に土壌汚染状況調査の実施や汚染土壌の適切な管理を指導します。 

◆ 異常水質事故対策の推進 

有害物質や油などの河川等への流出による被害を防止するため、関係機

関と連携し、迅速な状況把握及び原因調査により、汚染の拡大及び被害

の発生を防止します。また、原因者に対し再発防止を指導します。 

◆ 下水道、農業集落排水＊などの汚水処理施設＊の整備や合併処理浄化槽＊ 

への転換の促進 

公共下水道事業を実施する市町村に技術的な支援を行うことや、農業集

落排水の運営管理や更新への支援などにより、効率的な施設の整備を推

進していきます。 
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また、合併処理浄化槽への転換工事にかかる個人負担を軽減するための

補助や公共浄化槽制度の導入を促進するための市町村支援などにより、

合併処理浄化槽への転換を促進します。 

◆ 浄化槽の適正な維持管理の促進 

浄化槽使用者に対する保守点検、清掃の実施や法定検査受検の啓発、指

導を行うとともに保守点検業者に対する指導監督を行います。また、関

係業界、指定検査機関＊、市町村との連携体制を強化し、浄化槽台帳の整

備、法定検査受検率の向上を推進し、維持管理の適正化を図ります。 

◆ 非かんがい期の農業用水路などへの通水の実施 

年間を通じて良好な水環境を確保できるよう、農業用水の通水がない非

かんがい期（10 月から３月）にも通水が行えるよう河川管理者等に働き

掛けます。 

◆（関連取組）ごみを減らすライフスタイルへの転換促進（再掲） 

(2) 水循環の健全化 

◆ 健全な水循環構築に向けた取組の実施 

水循環基本法に基づき、健全な水循環の推進に係る施策を推進するた

め、水循環検討委員会等における課題の把握、情報共有及び対応を行い

ます。 

また、ダム水源地域の自治体が実施する、水源林の整備や管理、災害対

策等の水源地域の保全に関する事業を支援します。 

◆（関連取組）水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全

 （再掲） 

◆ 雨水利用など水の効率的・合理的利用の促進 

資源の有効利用と緊急時に利用できる水の確保を図るため、普及啓発活

動等により雨水、再生水の活用を促進します。 

◆ 既存住宅への雨水貯留浸透施設の整備及び透水性アスファルト舗装に 

  よる歩道整備 

「流域整備計画」に基づく総合的な治水対策の一環として各戸貯留浸透

施設の整備を進め、河川の洪水防止に加え、地下水や湧き水が増加する

ことによる河川の水質改善に取り組みます。 

また、雨水冠水対策として透水性アスファルトによる歩道整備を行うこ

とで地下水のかん養を図ります。 

◆（関連取組）観測や規制の的確な運用等による地盤沈下防止対策の推進 

 （後出） 

(3) 生物が豊かな河川環境の確保 

◆ 自然や生物、景観に配慮した河川整備 

護岸の修繕に合わせて、生物の生息に配慮した水際の整備を行い、地域

に親しまれる水辺空間づくりを推進します。整備した河川は、地域と連
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携して生物調査や環境学習の場として活用します。 

また、多自然川づくり＊により、自然環境に配慮した河川整備を進めま

す。 

◆ 水辺空間の生物に関する情報収集・発信 

水辺空間の生物の生息状況等についての情報収集・情報発信により、水

環境保全に関する県民理解の促進を図ります。 

(4) 水辺空間の利活用 

◆ 県民・企業と連携した水辺空間の活用 

埼玉の豊かな川を育む自発的な活動が持続して行われるよう、県民・団

体・企業の連携を県が支援する「SAITAMA リバーサポーターズプロジェ

クト」を推進します。県民には、川のイベントやボランティアへの参加

を促し、川を守る気持ちや川への愛着の醸成を図ります。 

◆ 川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援 

川との共生や県が管理する一級河川で清掃活動を行う団体を「川の国応

援団＊」や「川の国応援団美化活動団体＊」として登録し、活動で使用す

る資機材の提供や貸出し支援を行うことで、地域での河川清掃、環境学

習、生物調査などを促進します。 

 

□施策指標 

 

環境基準（BOD）を達成した河川の割合 
８６％  ➡  １００％ 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「埼玉県公共用水域水質測定計画」に基づき

測定を行う河川における BOD（生物化学的酸

素要求量）の環境基準の達成率。 

環境基準は人の健康を保護し、及び生活環境

を保全する上で維持されることが望ましい基準

として定められており、その中で、BOD は水質

汚濁の代表的な指標であることから、この指標

を選定。 

目

標

の

根

拠 

「埼玉県公共用水域水質測定計画」に基

づき測定を行う河川における BOD（生物

化学的酸素要求量）の環境基準の達成率。 

環境基準は人の健康を保護し、及び生活

環境を保全する上で維持されることが望ま

しい基準として定められており、その中

で、BOD は水質汚濁の代表的な指標であ

ることから、この指標を選定。 

 

生活排水処理人口普及率 
９４．３％ ➡ ９６．０％ 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

し尿のほか台所排水など生活排水すべてが処

理できる公共下水道や合併処理浄化槽などが整

備された区域内の人口の総人口に対する割合。 

生活排水処理人口普及率の向上により河川水

質の改善がされることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

 「埼玉県生活排水処理施設整備構想」

で、令和 23 年度（2041 年度）に生活排水

処理人口普及率を 98.7% とする目標として

いることを踏まえ、目標値を設定。 
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SAITAMA リバーサポーターズ活動に参加し

た県民の数 

６５，３２３人 ➡ ７５，０００人 

（令和７年度）  （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「SAITAMA リバーサポーターズ」の活動に

参加した県民の数。 

「SAITAMA リバーサポーターズ」に登録し

た人を増やすだけでなく、実際に川との共生活

動に参加した人の数を増やすことが重要である

ことから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去５年間（令和３年度～令和７年度）

の実績値の伸び（年平均 1,464 人増加）を

踏まえ、更なる広がりを目指し、目標値を

設定。 
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施策の方向⑥ 着実な環境保全 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 本県における環境保全対策は一定の成果を得て、近年は大気、水質分野における

環境基準はおおむね達成している状況ではありますが、工場・事業場等に対して必要

な検査、指導を行うことで、着実な環境保全を担保することが必要です。 

 また、近年新たな社会問題になっている PFAS や、環境基準未達成の光化学オキ

シダントなどの対応すべき課題に対し、水質の定期的なモニタリングや、大気汚染状

況の監視を行い、結果の適切な広報により県民の健康被害を防止していきます。 

 産業廃棄物の最終処分量は 15.5 万トン（令和５年度）で、５年前（平成 30 年度)

から 2.2％減少しています。一方で、金属スクラップ等の不適正な保管への的確な対

応や、不法投棄の未然防止や早期対応の徹底が求められています。このため、事業者

への立入検査やパトロール、指導強化により、廃棄物や金属スクラップ等の不適正

処理・不法投棄を防止していきます。 

 さらに、自然災害や事故に伴う石綿＊や化学物質等の飛散・流出を最小限に抑え、

災害廃棄物に迅速に対応するなど、非常災害時の対応には万全を期す必要がありま

す。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) 環境リスク＊の低減 

◆ 建築物解体現場などにおける石綿飛散防止対策の推進 

解体等工事前に建材中の石綿含有の有無を調べる事前調査の周知・指導

を行います。また、石綿使用建築物の解体等工事における石綿の飛散防

止対策の徹底、周辺の石綿濃度調査の実施等により石綿による環境リス

クの低減を図ります。 

また、災害発生時には関係部局と連携を密にして対応します。 

◆（関連取組）石綿廃棄物の適正処理（後出） 

◆ 化学物質に関する情報公開や事業者の環境コミュニケーション＊の促進 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律」及び「埼玉県生活環境保全条例」に基づき、環境中への化学物

質の排出量や取扱量を把握するとともに、その情報の公開を進めます。 

また、事業者による環境コミュニケーションを支援し、併せて事業者に

よる化学物質の適正管理と排出を抑制する取組を促進します。 

◆ 化学物質の適正管理と災害対策の促進 

事業者が作成する「特定化学物質等適正管理手順書＊」に沿った化学物質

の管理徹底と、災害発生時の危険性・有害性が比較的高い特定化学物質＊

の飛散・漏えいによる被害が最小限となるような対策の実施を指導しま

す。 

◆ 着実なダイオキシン類＊対策 

県民の安心・安全な生活環境を確保するため、環境中にあるダイオキシ
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ン類の監視を行うとともに、「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づ

き、対象となる事業者に対し施設の適正管理などの規制の順守を指導し

ます。 

◆ PFAS 対策の推進（新規） 

河川や地下水中の PFOS・PFOA＊の汚染状況を監視するとともに、指針

値＊の超過を確認した場合には、速やかに飲用摂取の防止や追跡調査等を

行い、被害の発生や汚染の拡大を防止します。 

◆ 放射性物質の監視、測定 

東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の状況

を把握するため、国と連携を図りながら引き続き放射性物質の測定を行

い結果を公表します。 

◆（関連取組）水質の汚染の監視（常時監視）（再掲） 

◆（関連取組）工場・事業場に対する規制遵守指導及び地下水の汚染拡散の

  防止（再掲） 

◆（関連取組）異常水質事故対策の推進（再掲） 

(2) 安全な大気環境の確保 

◆ 大気の汚染の監視（常時監視） 

国や他の自治体と連携を図りながら、効果的かつ効率的な監視を実施

し、その結果を迅速に県民等に情報提供します。 

◆ 工場・事業場に対する規制遵守指導 

大気汚染による健康被害を未然に防止するため、工場・事業場に対して

「大気汚染防止法」、「埼玉県生活環境保全条例」に基づき各種規制を遵

守するよう指導を徹底します。 

◆ 揮発性有機化合物（VOC）＊排出量の削減（新規） 

光化学オキシダント等の原因物質である VOC について、「大気汚染防止

法」等による規制と、事業者による自主的な削減により、大気への排出

量の削減を促進します。 

◆ 光化学スモッグ＊による健康被害の未然防止 

光化学オキシダントの高濃度が予測される場合や、濃度が上昇している場

合には、速やかに光化学スモッグ注意報等を発令・周知し、健康被害の

未然防止を図ります。 

◆ ディーゼル車運行規制＊（一部のディーゼル車に限る）の実施や 

  アイドリングストップ＊の指導 

走行車両の検査やビデオでの調査等を実施し、県の粒子状物質排出基準

を満たさないディーゼル車に対する指導を行います。また、市町村ととも

にアイドリングストップに関する指導を行います。 

◆（関連取組）バイパス整備、交差点改良などによる交通渋滞の緩和 

 （再掲） 
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(3) 土壌の汚染防止及び地盤環境の保全 

◆ 土壌汚染対策の推進 

「土壌汚染対策法」等に基づき土地所有者等に土壌汚染状況調査の実施

や汚染土壌の適切な管理を指導します。 

◆ 観測や規制の的確な運用等による地盤沈下防止対策の推進 

「埼玉県生活環境保全条例」に基づく地下水採取規制を的確に運用する

ことにより、地盤沈下を防止します。 

また、地盤変動や地下水位の変化を早期に把握するため、継続して観測

を行い、必要に応じて地下水の採取抑制を指導します。 

◆ 河川表流水による水道用水供給事業及び工業用水道事業の実施 

河川表流水による水道用水供給事業及び工業用水道事業を実施すること

により、地下水採取量を減らし地盤沈下の抑制を図ります。 

◆（関連取組）工場・事業場に対する規制遵守指導及び地下水の汚染拡散の

  防止（再掲） 

(4) 身近な生活環境の保全 

◆ 土砂の不適正なたい積の防止 

土砂のたい積、盛土又は切土（以下「盛土等」という。）による災害防止

のため、「宅地造成及び特定盛土等規制法」に基づき、無許可あるいは技

術的基準を満たさない盛土等を行った事業者に対し、必要な監視・指導

を行います。 

◆ 騒音・振動・悪臭対策の推進 

市町村が実施する騒音・振動・悪臭の規制・指導に関する事務に対する

助言や研修を実施します。また新幹線鉄道の騒音・振動対策の基礎デー

タを得るため騒音等の測定を実施します。 

◆ 事業所における公害防止体制の整備 

事業所における実効ある公害防止体制を整備するため、公害防止組織の

中心となるべく公害防止技術等に精通した公害防止主任者＊の資格を認定

するための講習を実施します。 

◆ 公害苦情・紛争への適正な対応 

県民からの公害苦情に迅速かつ適正に対応するため、市町村への情報提

供の充実や苦情相談員制度の活用などを進めます。 

また公害に係る紛争について、あっせん、調停及び仲裁の各手続を迅速

かつ適正に実施します。 

◆ 金属スクラップ等保管事業者への指導強化（新規） 

不適切な保管による崩落、油等の流出、火災などを防止するため、廃棄

物処理法の廃棄物に該当しない金属スクラップ等を保管する事業者へ立

入指導等を実施します。 
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(5) 廃棄物の適正処理の推進 

◆ 廃棄物の排出事業者・処理業者への指導強化及び適切な行政処分の実施 

排出事業者への立入調査及び普及啓発、不適正処理事案での廃棄物処理

業者等への強力な指導、告発も視野に入れた適正な行政処分により、廃

棄物の適正処理を促進します。 

◆ 不法投棄の未然防止・早期発見・早期対応の徹底 

不法投棄多発箇所の監視強化やドローンによる不適正保管場所の継続監

視、スマートフォン向けアプリのごみ拾い SNS「ピリカ」などを活用し

た廃棄物不法投棄 110 番の運営、市町村、国、警察との連携協力体制の

確保により不法投棄の未然防止・早期発見・早期対応を図ります。 

◆ ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物＊の適正処理 

PCB 廃棄物が新規発見された場合、「PCB 特別措置法」に基づき適切な

保管及び一定期間内の適切かつ確実な処理を推進します。また、使用中

の低濃度 PCB 機器については処分まで継続して追跡し確実な処理を推進

します。 

◆ 石綿廃棄物の適正処理 

石綿の飛散による健康被害を防止するため、石綿を使用した建築物解体

工事現場などにおいて、石綿飛散防止対策の指導を徹底します。 

◆（関連取組）建築物解体現場などにおける石綿飛散防止対策の推進（再

掲） 

◆ 廃棄物処理施設の適正な維持管理の促進 

廃棄物処理施設に立入検査を行い、適正な使用・維持管理を指導しま

す。また、焼却施設や最終処分場等には「廃棄物処理法」で定められた

定期検査を適切に実施し、適正な維持管理を促進します。 

◆ 安全・安心な県営処分場の運営、研究 

廃棄物最終処分場の確保が困難な市町村、中小企業等のため全国で初め

て県直営で整備した最終処分場（環境整備センター）において、地域住

民の安全・安心を確保しながら運営を行います。 

埋立廃棄物の安定化評価など、安全・安心な最終処分場運営に資する研

究を進めます。 

(6) 廃棄物処理の継続性の強化及びレジリエンスの向上 

◆ 廃棄物処理業界のイメージアップと人材育成 

３S（スマイル・セイケツ・スタイル）運動によるイメージアップ、廃棄

物処理の効率化・高度化等に資する新技術の活用の促進に取り組みま

す。 

◆ 市町村のごみ処理体制の整備促進 

安定的かつ効率的な一般廃棄物処理体制を構築するため、国の方針を踏

まえて廃棄物処理施設の広域化、集約化を促進します。 

また、地球温暖化対策や災害時の廃棄物処理システムの維持のため、エ
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ネルギー効率の高い施設への計画的な更新等を促進します。 

◆ リチウムイオン電池等処理困難廃棄物の適正処理の推進（新規） 

ごみ処理施設における火災の原因にもなるリチウムイオン電池につい

て、市町村と連携して県民に分別排出の徹底を呼び掛けるとともに、広

域回収・再資源化体制の構築を進めるなど、処理困難廃棄物の適正処理

を推進します。 

◆ 災害廃棄物への対応力強化 

大規模な災害に備え、市町村や関係団体等と災害廃棄物処理に関する必

要な情報を共有し、研修や図上訓練を通じて相互の連携の強化を図りま

す。 

 

□施策指標 

 

建築物の解体等現場における大気環境中の石

綿濃度１本/L 以上の現場数 

０   ➡   ０ 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

「アスベストモニタリングマニュアル（第

4.2 版）」に準拠し、測定した解体等工事の現場

における大気環境中の石綿繊維数濃度が１本/L

以上の現場数。 

国土交通省の推計では、石綿を含む建材が使

用されたと考えられる建築物は、令和 10 年

（2028 年）をピークに解体工事の増加が見込ま

れている。今後、石綿漏えいリスクが右肩上が

りで増加することから、解体等作業による漏え

いの有無を端的に示す数値であるため、この指

標を選定。 

目

標

の

根

拠 

「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防

止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュ

アル（令和３年（2021 年）３月厚生労働

省・環境省）」に、漏えい監視の観点から

の目安は、大気環境中の石綿繊維数濃度が

１本/L とすることが適当とされていること

から、目標値を設定。 

 

化学物質管理に関連する研修会の参加事業所

数（累計） 

１，２２５事業所 ➡ １，３８２事業所 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

化学物質の管理に関連する研修会に新規参加

した事業所数の平成 28 年度（2016 年度）から

の累計。 

化学物質が適正に管理されることにより、化

学物質の環境リスクも低減するため、この指標

を選定。 

目

標

の

根

拠 

令和６年度（2024 年度）の化学物質排

出量届出事業所（1,382 事業所）の参加を

目指し、目標値を設定。 

 

揮発性有機化合物（VOC）排出量 
２６，２１４ｔ ➡ ２４，０００ｔ 

（令和６年度）  （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

大気中に排出される VOC の年間排出量。 

環境中で VOC から二次生成＊される光化学オ

キシダント等を削減するために、VOC の排出量

を抑制する取組の成果を示す数値であることか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去３年間(令和４年度～令和６年度)の

削減量(年平均 276t 削減)を踏まえ、それを

上回る削減(年平均 315t 削減)を目指し、目

標値を設定。 
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１年間の地盤沈下量が２cm 以上の地域の面

積 

４．１１ｋ㎡  ➡  ０ｋ㎡ 

（令和７年度）  （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

地盤沈下調査により１年間の地盤沈下量が２

cm 以上の地域の面積。 

環境省が地盤沈下の注意を要する地域の目安

として示していることから、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

環境省が建造物等へ何等かの被害が生じ

る地盤沈下の程度として示している指標で

あり、引き続き地盤沈下による被害を防止

することを目指し、目標値を設定。 

 

産業廃棄物の最終処分量 
１５．６万ｔ ➡ １４．３万ｔ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

年間の産業廃棄物の最終処分（埋立処分）

量。 

産業廃棄物の発生抑制や循環利用推進による

減量化の状況を的確に示す数値であることか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去 10 年間（平成 27 年度～令和６年

度）の最も低い実績値である 14.3 万 t（令

和２年度）まで削減することを目指し、目

標値を設定。 

 

一般廃棄物の最終処分量 
７．７万ｔ ➡ ７．５万ｔ 

（令和６年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

年間の一般廃棄物の最終処分（埋立処分）

量。 

一般廃棄物の発生抑制や循環利用推進による

減量化の状況を的確に示す数値であることか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

「第 10 次埼玉県廃棄物処理基本計画」

の考え方を踏まえ、最終処分量の年平均

0.33％削減を目指し、目標値を設定。 
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施策の方向⑦ 環境科学の振興と未来を担う人づくり 

【現状と課題、長期的な目標に向けた方向性】 

 科学的根拠に裏付けされた確かな情報を発信し、誰もが簡単に情報にアクセスで

き、活用できるようにすることが環境科学の振興や未来を担う人づくりにつながりま

す。また、確かな知見に基づく科学技術の習得とその承継を確実に行っていくこと

が、資源の乏しい我が国において重要な要素となるという側面もあります。 

 環境課題に対応する試験研究や社会実装化を見据えた企業との共同研究により社会

に役立つ環境情報の収集、発展に努め、その成果を情報発信していきます。 

 また、本県においても激甚な公害を克服してきた確かな技術を有することから、海

外への技術支援などを実施していきます。 

 さらに、環境学習活動をより進めていくため、体験型の展示などで楽しみながら環

境について学べる展示館「彩かんかん」や、バラエティーに富んだ自然学習や、指導

者向けの自然体験講座を実施する自然ふれあい施設など、様々な学習の場を提供しま

す。学校での環境教育や環境アドバイザー＊、環境学習応援隊＊など多様な主体と連携

した活動を推進していきます。 

【今後の施策と主な取組】 

(1) 環境情報の収集及び提供 

◆ 試験研究の成果や環境情報の発信 

環境科学国際センターにおいて、多様な環境問題に関する各種試験研究

を推進するとともに、年報、ニュースレター、地理環境情報 WebGIS＊や

気候変動適応センターのホームページ等を活用し、様々な研究成果や各

種環境情報を発信します。 

◆ 自然史標本、生物多様性情報の収集及びデータベースの作成 

環境科学国際センターにおいて、生物多様性保全推進に不可欠な野生動

植物の分布情報や、侵略的外来生物の情報などを収集・蓄積しデータベ

ース化します。また、地理環境情報 WebGIS や生物多様性センターのホ

ームページ等を活用し、幅広い情報提供を推進し、県民の生物多様性保

全活動を支援します。 

自然の博物館においては、埼玉県の自然環境とその変遷に関する情報・

標本等資料の収集・整理を行い、展示や特別利用、希少種調査等に活用

できるような情報発信を進めます。 

◆（関連取組）気候変動適応センターによる適応策の情報発信（新規） 

 （再掲） 

◆（関連取組）生物多様性センターによる保全活動等の支援（再掲） 

(2) 環境科学の振興と国際連携 

◆ 産官学民と交流及び連携した共同研究の推進 

気候変動や生物多様性の損失など、多様で複雑化する環境問題の解決や、
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サーキュラーエコノミーを目指した取り組みを推進するため、環境科学

国際センターにおいて、大学や国・自治体の研究機関、民間との情報交

換・共同研究を進めます。また、地域社会と連携・協働した研究活動を

進めていきます。 

◆ 環境政策を科学的側面から支える機能の強化 

環境科学国際センターにおいて、環境政策を科学的な側面から支える機

能の強化に向け、競争的外部資金獲得や、研究評価制度の適切な運用に

よる研究の向上に努め、研究能力や研究資源の充実を図ります。 

◆ 海外との共同研究や技術交流 

環境科学国際センターにおいて、グローバルな環境問題の解決に向け、

海外の研究機関や大学等との共同研究を実施するとともに、他の国等の

環境問題解決に向けた連携や、共通の環境問題の解決に資するよう WEB

会議等 ICT＊の活用も図りながら人的交流を進めます。 

(3) 環境の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などとの連携 

◆ 地域の清掃活動の推進 

ごみの散乱防止や地域の環境美化を推進するため、地域清掃活動団体の

活動支援、県民、事業者及び関係団体の連携強化、啓発活動を実施しま

す。 

◆「彩の国ロードサポート制度＊」の推進 

県管理道路（歩道部分）において、ボランティアで清掃美化活動を行う

住民団体等を募集し、住民と行政が協力して、快適で美しい道路環境づ

くりを推進していきます。 

◆ 環境の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などへの支援 

地球温暖化防止活動推進員の能力向上に資する研修の実施、食品ロスの

削減に取り組む店舗への支援、「彩の国みどりのサポーターズクラブ」の

活動の支援、埼玉の豊かな川との共生に取り組む「SAITAMA リバーサポ

ーターズ」の支援、「彩の国埼玉環境大賞＊」の実施など、各分野で環境

の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などを支援します。 

◆ 九都県市＊を中心とした連携の推進 

地球温暖化や大気汚染、廃棄物処理などの広域的な環境問題について、

効果的、効率的に取り組むため、九都県市での連携した取組を進めま

す。 

(4) 環境を守り育てる人づくり 

◆ 環境科学国際センターにおける環境学習・環境保全活動の担い手の育成 

環境に配慮したライフスタイルや環境科学に関する知識を身に付け、地

域で環境学習活動や環境保全活動を推進できるリーダーを育成するた

め、「彩の国環境大学＊」を開講します。 
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◆ 学校における環境教育の推進 

地球規模の課題を自らの問題として捉え、課題解決に向けて自ら行動を

起こすことができる担い手を育むため、探究的な教育活動の実践等を通

じ、持続可能な開発のための教育（ESD）＊を推進します。 

また、総合的な学習（探究）の時間等において「環境アドバイザー」に

よる環境問題を取り上げた講座を実施するなど、児童生徒に対して環境教

育の充実を図ります。 

◆ 子供の自主的な環境活動の支援 

次世代を担う子供たちの環境意識の醸成や環境保全活動の充実を図るた

め、「こどもエコクラブ＊」の活動を支援します。 

また、こどもエコクラブの制度周知及び活動発表の機会として「こども

エコフェスティバル」を開催します。 

◆ ボランティアや企業と連携した環境学習の支援 

県民の環境学習の機会の拡大を図るため、豊富な知識や経験があり学校

や地域で環境学習を行う県民等を登録・紹介する「環境アドバイザー制

度」、学校の環境学習を支援する企業を登録・紹介する「環境学習応援隊

制度」を推進します。 

◆ 環境科学国際センターの展示館「彩かんかん」や公開講座による環境 

  学習の推進 

環境問題を正しく理解し、環境保全の実践に結び付けるための学習の機

会を提供するため、「彩かんかん」を整備・運営するとともに、試験研究

機関の科学的知見を生かした各種講座や、生態園を活用した自然体験教

室を開催します。 

◆ 自然の博物館や川の博物館における学校支援、レファレンス＊対応の充実 

学校への理科の出張授業や、現地での体験学習、教育機関や団体等に対

して自然に関する講演を実施します。県民等が求める自然環境に関する情

報について的確かつ迅速に提供できるレファレンス体制を整備します。 

◆ 自然体験や講座など様々な機会における環境学習の実施 

簡単なチェックシートを利用して省エネに取り組む「エコライフ DAY＆

WEEK 埼玉」や県政出前講座や市町村等と連携した親子３R＊講座、自然

ふれあい施設における観察会や教員などの指導者向けの自然体験講座な

ど、様々な機会における環境学習を実施します。 
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□施策指標 

 

研究成果の発表件数 
１，０７５件 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

研究成果（論文、学会、報告書等）の発表件

数の累計。 

環境科学国際センターが有する４つの機能

（試験研究、国際連携、情報発信、環境学習）

の１つである試験研究の成果状況を表してお

り、様々な機会で発表することは、情報発信に

も繋がるものであるため、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去 10 年間（平成 27 年度～令和６年

度）の年平均発表件数と同等の件数を目指

し、目標値を設定（コロナ禍の影響があっ

た令和２年度、令和３年度を除く）。 

 

 

環境分野における海外との交流者数 
４００人 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

環境分野における海外への研究員の派遣人数

（国内外における国際学会、セミナー等や

WEB も含む）、海外からの研修員・研究員等の

受入人数（研究交流・視察や WEB も含む）の

累計。 

環境科学国際センターが有する４つの機能

（試験研究、国際連携、情報発信、環境学習）

の１つである国際連携の状況を表しているもの

であるため、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

過去 10 年間（平成 27 年度～令和６年

度）の年平均交流者数と同等の交流数を目

指し、目標値を設定（コロナ禍の影響があ

った令和２年度、令和３年度を除く）。 

 

地域清掃活動団体の登録数 
２５０件 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

地域環境の保全や美化に取り組んでいる NPO

や企業、学校等の地域清掃活動団体登録数。 

地域の美化活動状況を示す数値であることか

ら、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

平成 16 年度（2004 年度）の制度開始時

からこれまでの登録数の増加率を維持する

ことを目指し、目標値を設定。 

 

環境学習応援隊の受講者数 
２，９０３人 ➡ ３，５００人 

（令和７年度） （令和 13 年度） 

指

標

の

説

明 

環境学習応援隊が実施する出前授業等を受講

した人数。 

受講者数が増加し、学校における環境学習の

機会が拡大することで、子供たちの環境を守り

育てる意識の醸成が図られることから、この指

標を選定。 

目

標

の

根

拠 

児童生徒数が減少している中にあって

も、学校に対し環境学習応援隊の積極的な

活用を促すことで、受講者数の増加を目指

し、目標値を設定。 
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環境科学国際センターの利用者数 
２７５，０００人 

(令和９年度～令和 13 年度の累計) 

指

標

の

説

明 

環境科学国際センターの利用者数の累計。 

子供から大人まで県民一人一人が環境問題を

正しく理解し、環境保全の実践に結び付けるた

めの学習機会を利用することが重要であるた

め、この指標を選定。 

目

標

の

根

拠 

 過去５年間（令和３年度～令和７年度）

の利用者数（年平均 46,365 人）を踏ま

え、各年度 55,000 人の利用者数を目指

し、目標値を設定。 
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用語解説集 
 



［用語解説集］

行 用語 説明

あ IoT

Internet of Things（モノのインターネット）の略。あらゆるモノがインターネットに
つながっている状況、あるいはその技術。例えば、家庭ではテレビやエアコンなどの家
電製品がインターネットにつながることで外出先から操作が可能となる。また、生産現
場では産業機械がインターネットにつながることで全体管理が可能となり、生産の効率
化などが期待されている。

IoT暑さ指数計
測定した暑さ指数をインターネットを介して送信する装置のこと。暑さ指数とは、湿
度、日射や地面からの輻射など周囲の熱環境、気温の3つの要素を取り入れた指標で、
労働環境や運動環境の指針として有効であると認められている。

ICT Information and Communications Technologyの略。情報通信技術のこと。

アイドリングストップ

自動車の駐停車時にエンジンを止めること。埼玉県生活環境保全条例により信号待ちや
交通混雑により停止する場合等を除き、運転者に義務付けられている。また、一定規模
以上の駐車場の設置者や管理者には、利用者に向けた周知看板の掲出等が義務付けられ
ている。

ESG投資
従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス
（Governance）要素も考慮した投資。

EV Electric Vehicle（電気自動車）の略。動力源の100%が電気である電動車。

一酸化二窒素 温室効果ガスの一種で、二酸化炭素の約300倍の温室効果を有する。

一般廃棄物

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象となる廃棄物のうち、産業廃棄物以外のも
の。一般家庭から排出される生活系ごみ（いわゆる家庭ごみ）のほか、事業所などから
排出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系ごみ（いわゆるオフィスごみなど）として
含まれる。

イノベーション
新しいものを生産する、あるいは既存のものを新しい方法で生産すること。創造的活動
による新製品開発、新生産方法の導入、新マーケットの開拓、組織の改革等が挙げられ
る。

エコオフィス
省エネルギー化による環境負荷低減、維持管理費削減及び執務環境改善を目指したオ
フィスのこと。

エコドライブ 環境にやさしい運転方法。

エコライフDAY＆WEEK
埼玉

簡単なチェックシートを使用して、1日、二酸化炭素削減・省エネなど地球温暖化防止
と環境に配慮した生活を経験してもらうエコライフDAYと、任意のチェック項目を1週間
継続するエコライフWEEKのこと。

SNS
Social Networking Serviceの略。人と人との社会的なつながりを形成・促進するため
のオンラインサービスの総称。

SDGs

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。平成27年（2015年）9月
の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」に記載された、令和12年（2030年）までに持続可能でよりよい世界を目指す国際
目標。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」
ことを誓っている。

エネルギーマネジメン
ト

企業や施設で使用するエネルギーを「見える化」し、最も効率的になるように最適に制
御することで、無駄な消費を減らし、電力や燃料の利用効率を向上させる取組のこと。

エネルギーレジリエン
ス

国際資源情勢の変化や地政学的リスクの高まりや自然災害の頻発・被害の甚大化を踏ま
えた電力インフラの安定的な供給のこと。

FCV
Fuel Cell Vehicle（燃料電池自動車）の略。水素と空気中の酸素で発電した電気で走
行する自動車。
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あ 遠隔臨場技術
現場など離れた場所にいる者の視点映像や音声などについて、別の場所にいる者とリア
ルタイムで共有することで、別の場所にいる者が状況を把握・確認・指示できる技術。

OECM
Other Effective area based Conservation Measuresの略。国立公園や県立自然公園な
ど法令等で指定された保護地域以外の生物多様性保全に資する地域のこと。

汚水処理施設
家庭や事業所などから排出される汚水を処理する施設のことを指し、目的、地域、事業
主体の条件等により、集合処理施設（下水道、農業集落排水施設等）と個別処理施設
（浄化槽）に区分される。

オゾン層
地上10～50kmの高層の大気にあるオゾンの層。オゾン層は、有害な紫外線を吸収する働
きを持つが、フロン類によって破壊される。オゾン層の破壊により皮膚がんの増加や生
態系への影響が生じるとされている。

温室効果ガス

太陽放射により暖められた地表面の熱が宇宙に逃げるとき、その一部を吸収して温室の
ように地球を暖める性質を持つ気体。地球温暖化対策の推進に関する法律では、二酸化
炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン
類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の7種類が温室効果ガスとして定義されている。通常
それぞれのガスの温室効果を二酸化炭素に換算してその総排出量を表す。

か カーボンニュートラル
人為的な発生源による温室効果ガスの排出量と森林などの吸収源による吸収量を均衡さ
せる（実質的な排出量をゼロにする）こと。

カーボンニュートラル
SAITAMAネットワーク

地球温暖化対策に取り組む県内の市町村を支援するため、行政、大学、企業、専門家等
で構成されるネットワークのこと。市町村のニーズに応じたワークショップの開催や、
企業等とのマッチング支援など、温暖化対策に係る市町村の課題解決に向けた支援を
行っている。

カーボンプライシング
二酸化炭素の排出に価格を付けることで排出者の行動を変え、温室効果ガス削減を促す
政策手法。

概成 おおむね出来上がること。

外来生物
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）に持ち込まれることにより、本
来の分布域を越えて生息又は生育する生物。

カシノナガキクイムシ
全長5mm程の昆虫で、主にコナラやミズナラ、カシ類に穿孔し、樹木の枯死を引き起こ
す。

河川面積
国土交通省が都道府県を対象に実施している土地利用現況把握調査における一級河川、
二級河川、準用河川の河川区域の面積。

下層植生
森林において上木に対する下木（低木）、及び草本類からなる植物集団のまとまりのこ
と。

活樹
森林を将来に受け継いでいくため、森林資源の活用や木材の利用拡大を図り、森林の循
環利用を進めていくこと。

合併処理浄化槽
し尿及び生活雑排水（台所、風呂、洗濯等に使用した水）を戸別にまとめて処理する生
活排水処理施設。し尿のみを処理する単独処理浄化槽に比べて、河川等の公共用水域の
汚濁を大幅に軽減する効果がある。

家庭用燃料電池

都市ガス・LPガスから取り出した水素と空気中の酸素を化学反応させて電気と熱を発生
させ、利用するコージェネレーションシステム。利用段階で反応物として水しか排出せ
ずクリーンであり、また、化学反応から電気エネルギーを直接取り出すためエネルギー
ロスが少ない。電気と熱の両方を有効利用することで、更にエネルギー効率を高めるこ
とが可能になる。
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か 川の国応援団
県内の河川、農業用水、湖沼等でごみ拾い、清掃、水質改善、環境学習及び水生生物の
調査等の川の再生活動を行う団体のうち、埼玉県の川の国応援団として登録している団
体。

川の国応援団美化活動
団体

河川愛護意識の一層の高揚と良好な河川環境の維持・保全に資するため、「川の国応援
団」のうち、県が管理する一級河川で清掃活動を行う団体を「川の国応援団美化活動団
体」として登録する制度のこと。

環境アドバイザー
地域における自主的な環境保全活動を支援するため、環境に関する豊富な知識や経験を
有する人を「環境アドバイザー」として登録し、広く県民に紹介する制度。

環境影響評価
開発事業等による公害の発生や自然環境の破壊について事業者が自ら配慮するため、当
該開発事業等による環境への影響の有無等を事業の実施に先立って調査・予測・評価す
ること。

環境学習応援隊 環境問題に関心が高い企業等を登録し、小・中・高等学校に派遣する制度。

環境価値
再生可能エネルギー等において、エネルギーそのものの価値に加え、二酸化炭素の放出
がないという付加価値のこと。

環境基準

環境基本法で「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件につ
いて、それぞれ人の健康を保護し及び生活環境を保全する上で維持されることが望まし
い基準」と定めている。ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で
定めている。これは、行政上の政策目標として定められているもので、公害発生源を直
接規制するための基準（いわゆる規制基準）とは異なる。

環境コミュニケーショ
ン

事業者、住民、行政などの関係者が、化学物質など環境に関する情報を共有し、意見交
換をすることにより相互理解を深める活動のこと。住民の事業所に対する不安の解消や
化学物質の排出抑制につながる。

環境整備センター
一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分（埋立処分）を行っている県営の最終処分場のこ
と。また、敷地内に、公共関与による全国初めての総合的資源循環型モデル施設「彩の
国資源循環工場」や公園緑地施設「三ケ山緑地公園」を整備している。

環境リスク

人の活動などによって環境に加えられる負荷が、環境を経由して人の健康や動植物の生
息または生育に悪い影響を及ぼす可能性のこと。化学物質の環境リスクは、化学物質自
体の有害性の程度と、呼吸や飲食、皮膚接触などによりどれだけ化学物質に接したか
（暴露量）によって決まる。

環境林整備
獣害を受けた森林の水源かん養機能や生物多様性保全機能等を回復させるため、自生す
る広葉樹などを活用し、できる限り手間を掛けず低コストで森林を整備すること。

緩衝帯 野生動物の山林等の生息地と農地との間に設けられる一定の空間的な緩衝区域のこと。

管理捕獲
増えすぎた野生鳥獣の個体数を適正に保つため、県が定める「第二種特定鳥獣管理計
画」に基づき実施するもの。

緩和策
地球温暖化対策の一つで、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量を削減する対
策のこと。

気候変動適応センター
気候変動適応法に基づき、気候変動適応を推進するため、気候変動影響及び気候変動適
応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠点のこと。

希少野生生物保護推進
員

埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づき、希少野生動植物の種の保護に
熱意と識見を有する者のうちから任命された者のこと。

希少野生動植物
野生動植物のうち、その種の存続に支障を来す程度に個体数が著しく少ないか、又は、
著しく減少しつつあるもの。
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か
揮発性有機化合物
（VOC）

Volatile Organic Compoundsの略。炭素を含む化合物のうち、揮発しやすく大気中で気
体となる性質を持つ化合物の総称。塗料、インクなどに含まれ、微小粒子状物質や光化
学オキシダント等の原因物質。

吸収源
二酸化炭素をはじめとする大気中の温室効果ガス等を大気中から取り除く働きをするも
のや、そのメカニズムのこと。

九都県市
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市
のこと。これら都県市の知事、市長から構成される九都県市首脳会議では、大気の保全
や地球温暖化対策、廃棄物問題など、様々な分野において連携して取り組んでいる。

近郊緑地特別保全地区
首都圏近郊緑地保全法に基づき、無秩序な市街化の防止や公害や災害の防止などを目的
として指定された区域の近郊緑地保全区域内で、無秩序な市街化の防止や、公害や災害
の防止などの保全の効果が、特に著しい地区として定められた地区のこと。

クビアカツヤカミキリ

海外から侵入した害虫で、特定外来生物に指定されている。クビアカツヤカミキリの幼
虫は、サクラやウメなどのバラ科樹木を好んで食害し、被害がひどくなると枯死するこ
とがあり、これまで発生が確認されていない地域へも被害の拡大が懸念されることか
ら、早期発見と早期防除が必要となっている。

グリーン・ツーリズム
緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇
活動。

グリーンインフラ
社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機
能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組。

グリーン購入
購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環境のことを考え、環境負荷がで
きるだけ小さい製品やサービスを、環境負荷の軽減に努める事業者から優先して購入す
ること。

グリーントランス
フォーメーション
（GX）

温室効果ガスを大量に排出する化石燃料から、太陽光や風力などのクリーンエネルギー
へと転換を進め、経済や社会の仕組みそのものを持続可能な方向へと変革していく取組
のこと。

グローバル循環プロト
コル（GCP）

民間企業団体である持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）が開発した資源
不足への対応及び気候変動と生物多様性への取組を前進させるための、循環経済の主流
化に向けた国際的な枠組のこと。

KPI
Key Performance Indicatorの略。「重要業績評価指標」の意味であり、目標の達成に
向かってプロセスが適切に実行されているかどうかを計測するためのもの。

下水汚泥
下水道終末処理場内の水処理施設で、汚水から汚れを沈殿させたもの。下水汚泥は処理
場内の汚泥処理施設で濃縮・脱水された後、焼却処分されるが、一部は固形燃料に加工
されるなど有効利用されている。

県下一斉フードドライ
ブキャンペーン

「食品ロス削減月間」の10月から、「子供・若者育成支援推進強調月間」の11月にかけ
て、県が連携市町村等と合同で、家庭などで余っている食品を集め、こども食堂、フー
ドパントリー、フードバンク等に寄附する活動のこと。

県政出前講座
県の職員が、地域で行われる集会や団体の会議、学校の授業などに伺い、県政について
講義を行う制度。県が重点的に取り組む事業や、安心、安全、福祉など県民の生活に関
係の深いテーマを多数用意している。

建築物環境配慮制度

建築主に建築物の省エネルギー化、リサイクル材の使用、緑化対策など、総合的な環境
配慮の取組を促す、埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく制度。床面積2,000㎡以上
の建築物については、その取組を記載した計画の提出を義務付け、概要を公表するも
の。

県内総生産
県内の経済活動によって新たに生み出される付加価値のこと。産出額（出荷額・売上高
など）から中間投入（原材料・光熱水費など）を除いた額。
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か 公害防止主任者

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づき、一定規模以上の製造業等
の工場において選任が義務付けられる公害防止管理者の選任要件よりも規模が小さい工
場、若しくは公害防止管理者の選任義務が課されない事業場における公害防止体制の整
備を図るため、埼玉県生活環境保全条例に基づき一定規模以上の施設を有する工場・事
業場において選任が義務付けられている者。

光化学オキシダント
工場や自動車の排出ガス等に含まれる窒素酸化物や揮発性有機化合物が太陽の紫外線で
光化学反応を起こすことにより発生する有害な酸化性物質。

光化学スモッグ
光化学オキシダントの濃度が高くなり、白くもやがかかったようになった状態のこと。
光化学スモッグが発生すると、眼や喉などの粘膜に対する健康被害を及ぼすほか、植物
への悪影響をもたらす。

公共用水域
河川や湖沼、港湾など公共の用に供される水域とこれらに接続する公共溝渠、かんがい
用水路など公共の用に供される水路のこと。公共下水道及び流域下水道で終末処理場を
有しているもの、またこの流域下水道に接続している公共下水道は除かれる。

高病原性鳥インフルエ
ンザ

国際獣疫事務局（WOAH）の診断基準により高病原性と判定されたＡ型インフルエンザウ
イルスの感染による鶏、あひる、うずら、七面鳥等の伝染病。感染した場合はほとんど
の鳥が死亡するなど、養鶏産業に及ぼす影響が甚大であることから、国際的に最も警戒
すべき家畜伝染病の一つ。発生した場合には、家畜伝染病予防法に基づき、発生農場の
鳥は全て殺処分される。

コージェネレーション
システム

都市ガス、石油、LPGなどを燃料として、エンジン、タービン、燃料電池などの方式に
より発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収・利用するシステム。回収した廃熱を利
用することにより、エネルギー効率が高くなる。

国連気候変動枠組条約
第21回締約国会議
（COP21）

気候変動に関する国際連合枠組条約の締約国による会議（Conference of the
Parties）の略。平成7年（1995年）にドイツのベルリンで第１回締約国会議（COP1）が
開催されて以来、毎年開催されている。 平成27年（2015年）12月にフランス・パリで
開催された第21回締約国会議（COP21）では、令和2年（2020年）以降の気候変動問題に
関する国際的な枠組みである「パリ協定」が採択された。

固定価格買取制度

（FIT制度）

FITはFeed-in Tariffの略。再生可能エネルギーにより発電された電気の買取価格を法
令で定める制度で、主に再生可能エネルギーの普及拡大を目的としている。再生可能エ
ネルギー発電事業者は、発電した電気を電力会社などに一定の価格で、一定の期間にわ
たり売電できる。

こどもエコクラブ
幼児から高校生までなら誰でも参加できる環境活動のクラブ。子どもたちの環境保全活
動や環境学習を支援することで、身近な自然を大切に思う心や、環境問題解決のために
自ら考えて行動する力を育成し、地域の環境保全活動の環を広げることを目的とする。

昆明・モントリオール
生物多様性枠組

令和3年（2021年）10月に中国の昆明、令和4年（2022年）12月にカナダのモントリオー
ルでそれぞれ開催された生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）にて採択された、
新たな生物多様性に関する世界目標のこと。

さ
サーキュラーエコノ
ミー（循環経済）

生産から廃棄までのあらゆる段階で資源の徹底的な循環利用を図り、その取組を企業の
収益につなげていく経済活動。

サーキュラーエコノ
ミー推進センター埼玉

令和5年6月に新都心ビジネス交流プラザに設置された資源の効率的・循環的な利用
（サーキュラーエコノミー（循環経済））に取り組む県内企業に対して、相談対応や
マッチング等で支援するワンストップ拠点。

30by30目標
生物多様性条約第15回締約国会議(COP15)で採択された新たな世界目標「昆明・モント
リオール生物多様性枠組」の2030年グローバルターゲットの一つであり、令和12年
（2030年）までに陸域の30％と海域の30％の保全・保護を目指す目標のこと。

再生可能エネルギー
太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマス等、永続的に利用することができるエ
ネルギーの総称。
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さ
埼玉県地球温暖化対策
推進条例

県、事業者、県民、環境保全活動団体等が協働して地球温暖化対策を推進するため、平
成21年（2009年）3月に制定。

埼玉版スーパー・シ
ティプロジェクト

コンパクト（必要な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築）、スマート（新たな
技術の活用などによる先進的な共助を実現）、レジリエント（誰もが暮らし続けられる
持続可能な地域を形成）の３つの要素を兼ね備えた持続可能なまちづくりを市町村や民
間企業などとともに取り組むもの。

さいたま緑のトラスト
運動

県内の優れた自然及び貴重な歴史的環境を開発から守り、県民共有財産とした後世に残
すため、県民や企業の皆様からいただいた税金や寄付金などを「さいたま緑のトラスト
基金」に積み立て、公有地化を進める運動。

SAITAMAリバーサポー
ターズプロジェクト

県内で川との共生や保全に取り組む個人、団体や企業がサポーターとして参加すること
ができる仕組み。サポーターとなることで県から資材提供等の支援を受けたり、SNS等
で川に関する情報を受け取ることができるなどのメリットがある。

彩の国エコぐるめ事業
食品ロスや食品廃棄物の削減に取り組む事業者を「彩の国エコぐるめ協力店」として登
録する制度。登録された事業者の県のホームページへの掲載や、取組事例の情報発信を
行う。

彩の国環境大学
地域で環境保全活動や環境学習活動を行うリーダーを育成することを目的とした環境学
習講座。基礎課程と実践課程がある。

彩の国埼玉環境大賞 他の模範となる優れた環境保全の取組を行う個人、団体及び事業者を表彰する制度。

彩の国資源循環工場
寄居町にある埼玉県環境整備センター内に先端技術を有する民間リサイクル施設を集積
した総合的な資源循環モデル施設。

彩の国ふるさとでんき
（埼玉県産CO₂オフ
セット電力メニュー)

県内の事業者向けに、県内のFIT発電所で発電された電力や卒FITを迎えた家庭から生ま
れる余剰電力で生み出された再生可能エネルギーの環境価値を、非化石証書として活用
した実質CO₂フリーの県産の電力メニューのこと。

彩の国みどりのサポー
ターズクラブ

緑の保全・創出を進めたいと考えている団体・企業・個人が自由に参加できるクラブ。
会員相互の交流や情報交換を通じて地域における活動の輪を広げ、県内各地の植樹活動
などを促進していくため平成22年（2010年）8月に発足。

彩の国ロードサポート
制度

道路の清掃活動や、植樹帯の花植え等の美化活動をボランティアで行う住民団体などに
対し、県が用具や花苗の提供、表示板の設置等の支援を行う制度。

サステナブル経営
企業が自社の短期的な利益だけでなく、地球をはじめとする様々なステークホルダーと
共存しながら長期的に成長し、進歩し続ける経営のこと。

里地里山
原生的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻く二次林、それらと混在す
る農地、ため池、草原などで構成される地域。

里山 人里近くにある、生活に結びついた山や森林。

産業廃棄物

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び同法施
行令により定められた20種類（汚泥、廃油、廃プラスチック等）の廃棄物。このうち、
爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る危険性の高い産業廃棄物
は、特別管理産業廃棄物に分類される。

三富地域
平地林の落ち葉をたい肥として畑に還元する農法が継続されている川越市、所沢市、狭
山市、ふじみ野市、三芳町にまたがる野菜生産が盛んな畑作地帯。

GIS
Geographic Information Systemの略。地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を
持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や
迅速な判断を可能にする技術のこと。
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さ 指針値
直ちに環境基準の対象とはせず、引き続き知見の集積に努めるべきものとされる「要監
視項目」について定められている監視強化の目安となる値。

次世代型太陽電池
現在主流のシリコン太陽電池に代わり、社会実装が期待されているペロブスカイト太陽
電池などのこと。

自然共生サイト
国が認定する「民間などの取組によって生物多様性の保全が図られている区域」のこ
と。

自然公園
自然公園法に基づき、優れた自然の風景地を保護し、その適正な利用を促進するために
指定される地域制の公園。保護の必要性に応じて特別地域や普通地域が定められ、国立
公園、国定公園、都道府県立自然公園に区分される。

自然資本
地球上の再生可能または非再生可能な天然資源（例：植物、動物、大気、土壌、鉱物）
のストックのこと。

自然ふれあい施設
自然に対する理解を深め、自然保護の普及啓発を図るための施設のこと。「自然学習セ
ンター・北本自然観察公園」、「狭山丘陵いきものふれあいの里」、「地球をやさしく
包む カネパッケージみどりの森博物館」などを開設している。

持続可能な開発のため
の教育（ESD）

Education for Sustainable Developmentの略。持続可能な社会づくりの担い手を育む
ため、地球規模の課題を自分のこととして捉え、その解決に向けて自分で考え行動を起
こす力を身につけるための教育。

指定管理鳥獣
集中的かつ広域的に管理が必要なものとして、国が指定した鳥獣。ニホンジカ、イノシ
シ、ツキノワグマ及びヒグマが指定されている。

指定検査機関 浄化槽法に基づき、浄化槽の法定検査を実施するために県が指定した検査機関のこと。

消化ガス発電
汚泥を減容化する過程で汚泥消化槽から発生するメタンガス等のバイオガス（再生可能
エネルギー）を利用した発電のこと。

浄水発生土
河川水を取水し、浄水場で浄水処理を行う過程（沈殿池で河川水の濁りを沈殿させ
る。）で排出される泥のこと。

食品ロス
本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品。事業活動に伴って発生するものと家庭
から発生するものがある。

処理困難物 既存のごみ処理施設では安全かつ適正に処理できない廃棄物のこと。

針広混交林
針葉樹と広葉樹が混じり合った森林。異なる樹種が混在することにより、枝や根が健全
に育ち、水源かん養機能の向上が期待できる。また、樹種が豊富になることで生物多様
性の向上等にも寄与する。

侵略的外来生物
外来種の中で、地域の自然環境に大きな影響を与え、生物多様性を脅かすおそれのある
もののこと。

水源かん養
森林の土壌により雨水、融雪水を一度貯留し、徐々に河川に放出させて、洪水や渇水を
緩和することや水質の浄化を行うこと。

3R

循環社会構築に向けた基本的な考え方。廃棄物の発生抑制（リデュース：Reduce）、再
使用（リユース：Reuse）、再生利用（リサイクル：Recycle）の3つの頭文字をとった
もの。なお、この3Rに再生可能資源への代替（リニューアブル：Renewable）を加えた
ものを「3R＋Renewable」という。

生成AI
人間が入力した質問・作業指示（プロンプト入力）などに応えて文章・画像などを生成
する人工知能。
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さ 生態系
植物、動物などの生物とそれらを取り巻く大気、水、土などの無機的な環境を総合した
系（システム）。生態系は動物・植物の再生産や、水や大気を循環させる仕組みを持っ
ており、人間は食料・水・木材など様々な恩恵を受けている。

生物多様性

地球上の生物及びその生息・生育環境の多様さを表す概念。生物多様性条約では、「す
べての生物（陸上生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生
息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異性をいうものとし、種内の多様性
（遺伝的多様性）、種間の多様性及び生態系の多様性を含む」と定義している。

生物多様性センター
生物多様性の保全推進と、それに対する県民の理解を深めるため、県内の動植物に関す
る情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠点のこと。

石綿

天然に存在する繊維状鉱物で、アスベストとも呼ばれる。安価で丈夫なため、昭和30年
頃から多くの建築物等に使用されていたが、石綿の粉じんを吸い込むと肺がんや中皮腫
を発症するおそれがあり、平成18年（2006年）9月以降原則として使用が禁止されてい
る。

ZEH
Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）の略。室内環境の質を維
持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することによ
り、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した住宅のこと。

ZEB
Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略。室内環境の質を
維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することに
より、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物のこと。

戦略的環境影響評価 事業の計画立案段階で実施される環境影響評価のこと。

た ダイオキシン類
炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が燃える時などに副生成物として生じる物質で、毒
性が強いものがある。

大規模事業所 エネルギー使用量が３か年度連続して一定規模以上の事業所。

代替フロン
フロン類のうち、ハイドロフルオロカーボン（HFC）を指し、オゾン層を破壊しない
が、二酸化炭素の約100から10,000倍超の大きな温室効果を持つ。

多自然川づくり
河川が本来有している多様な生物の良好な生息・成育環境に配慮し、併せて美しい自然
環境を保全・創出するような川づくりのこと。

多面的機能
森林が有する生物多様性の保全、土砂災害の防止、水源のかん養、保健休養の場の提供
などの多くの機能のこと。

地域制緑地
法令により土地利用の規制・誘導等を通じて緑地の保全が図られている地区。都市緑地
法で規定する「特別緑地保全地区」や、「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」で規定
する「ふるさとの緑の景観地」などがある。

地球温暖化対策計画制
度

事業者が温室効果ガスの排出量を削減するため、地球温暖化対策を総合的に実施するた
めの計画を作成して県に報告し、併せて公表を行う制度。

地球温暖化対策推進法
地球温暖化対策の推進に関する法律の略。計画の策定や国民の取組を強化するための措
置、一定量の温室効果ガスを排出する者の排出量報告義務等について定めた法律。

地球温暖化防止活動推
進員

地球温暖化対策推進法に基づき、地域において地球温暖化防止に関する講師・相談活
動、県や市町村の事業への協力など地球温暖化防止の普及啓発活動を行う。

治山施設
山崩れ、地すべり、土石流等の山地災害の未然防止や被害の軽減、災害の復旧のために
設置するダムや土留等の工作物。
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た 地産地消
もともとは地域で生産された農産物を地域で消費することをいう。エネルギーについて
も、地域で必要とするエネルギーを太陽光や太陽熱などの再生可能エネルギーの活用な
どによって地域で生み出し、消費することをいう。

TNFD
Task Force on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タスク
フォース）の略。自然資本等に関する企業のリスク管理と開示枠組みを構築するために
設立された国際的組織のこと。

TCFD
Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タス
クフォース）の略。企業が年次の財務報告において、財務に影響のある気候関連情報の
開示を推奨する国際的組織のこと。

ディーゼル車運行規制
県の粒子状物質排出基準に適合しないディーゼル車（軽油を燃料とし、用途が「貨
物」・「乗合」・「特種」の自動車のうち、一部の型式）について県内での運行を禁止
するもの。ただし、県が指定した粒子状物質減少装置を装着すれば運行が可能になる。

低炭素建築物新築等計
画

建築物の新築・増築や空調設備などの改修の際に、都市の低炭素化の促進に関する法律
に基づき作成された低炭素化に関する計画。計画が認定されると、税制上の優遇措置や
容積率緩和措置の対象となる。

ディマンドリスポンス
（DR）

電力の需要家が保有するエネルギーリソース（蓄電池、発電設備、EV等）を制御し、時
間帯やピーク時の電力消費を抑えるなどすることで、電力の安定供給を図る仕組みのこ
と。

適応策 地球温暖化対策の一つで、気候変動の影響による被害を回避・軽減する対策のこと。

デジタルトランス
フォーメーション
（DX）

デジタル（Digital）と変革を意味するトランスフォーメーション（Transformation）
により作られた造語。様々なモノやサービスがデジタル化により便利になったり効率化
され、その結果デジタル技術が社会に浸透することで、それまでには実現できなかった
新たなサービスや価値が生まれる社会やサービスの変革を意味する。

特定化学物質
トルエン、キシレンや硫酸など人の健康を損なうおそれや動植物の生息若しくは生育に
支障を及ぼすおそれのある埼玉県生活環境保全条例で規定している化学物質。

特定化学物質等適正管
理手順書

特定化学物質管理指針に基づき、特定化学物質の取扱目的、施設の平面図、管理のため
の組織、管理方法、情報提供の方法、事故防止対策等を手順にまとめたもの。

特定鳥獣管理計画
人と鳥獣との軋轢を解消するとともに、長期的な観点から鳥獣の個体群の保護管理を図
ることを目的として、都道府県知事が策定する計画。

特定フロン
フロン類のうち、クロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン
（HCFC）を指し、オゾン層を破壊する性質がある。

特別緑地保全地区
都市緑地法に基づき、無秩序な市街地化の防止や公害・災害の防止に役立っている緑地
などを保全するため、土地の形質変更などを行うに際し許可が必要となる地区。

都市のスポンジ化
人口減少、核家族化などを背景に、まちなかにスポンジの穴のように空き家、空き地等
が、小さな敷地単位で、時間的・空間的にランダムに、相当程度の分量で発生する現
象。

トレードオフ 何かを得ると別の何かを失う関係や状態のこと。

ドローン
無人航空機のことで、航空の用に供することができる飛行機、回転翼航空機、滑空機、
飛行船その他政令で定める機器であって構造上人が乗ることができないもののうち、遠
隔操作又は自動操縦により飛行させることができるもの。
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な ナガエツルノゲイトウ

主に水辺に生育するヒユ科の多年草であり、特定外来生物に指定されている。繁茂する
と稲の倒伏、減収、機械の作業性の低下に繋がる。また、繁殖力、再生力が強く、大群
落になると駆除は極めて困難になるため、まん延防止のためには早期発見・早期駆除が
重要である。

ナラ枯れ
カシノナガキクイムシ等が媒介するナラ菌により、コナラ、ミズナラ等が集団的に枯損
する被害のこと。

二次生成 大気中に排出された物質が化学反応などにより別の物質になること。

ネイチャーポジティブ
（自然再興）

自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させること。

ネイチャーポジティブ
経済

ネイチャーポジティブに資する経済。

農業集落排水
農業用水の水質を保全し、農山村における生活環境を改善するため、農山村地域におけ
る生活雑排水やし尿等の汚水を処理する施設。

は
バーチャルパワープラ
ント（VPP）

仮想発電所のこと。工場や家庭などが保有するエネルギーリソース（蓄電池、発電設
備、EV等）を集約、統合制御し、発電所と同等の機能を持たせることで電力の需給調整
を行うこと。

バイオマス 間伐材や稲わら、家畜の排せつ物等の生物由来の再生可能な有機性資源。

パリ協定
平成27年（2015年）12月にフランスのパリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締
約国会議（COP21）にて採択された、令和2年（2020年）以降の気候変動問題に関する国
際的な枠組みのこと。

PHV
Plug-in Hybrid Vehicle（プラグインハイブリッド自動車）の略。外部電源から充電で
きるタイプのハイブリッド自動車。

BOD
Biochemical Oxygen Demand（生物化学的酸素要求量）の略。河川水や工場排水などに
含まれる有機物が一定時間、一定温度のもとで微生物によって生物化学的に酸化される
際に消費される酸素の量をいう。数値が大きいほど汚濁の程度が高い。

PFAS

Perfluoroalkyl Substances and Polyfluoroalkyl Substances（ペルフルオロアルキル
化合物及びポリフルオロアルキル化合物）の略。主に炭素とフッ素からなる化学物質で
ペルフルオロアルキル化合物及びポリフルオロアルキル化合物の総称であり、過去に
様々な工業で利用されていた。環境中での残留性や健康影響への懸念から、日本を含む
多くの国で規制が進んでいる。

PFOS・PFOA

Perfluorooctane sulfonic acid（ペルフルオロオクタンスルホン酸）・
Perfluorooctanoic acid（ペルフルオロオクタン酸）の略。有機フッ素化合物（PFAS）
の一種であり、過去に様々な工業で利用されていた。環境中での残留性や健康影響への
懸念から、日本を含む多くの国で規制が進んでいる。

非化石証書
太陽光発電や風力発電など、地球温暖化の原因となる二酸化炭素を出さない電気が持つ
「非化石価値」を証書化し取引可能な形としたもの。

豚熱（CSF）

豚熱ウイルスの感染による豚、いのししの急性熱性伝染病。強い伝染力と高い致死率が
特徴であり、養豚産業に及ぼす影響が甚大であることから、国際的に最も警戒すべき家
畜伝染病の一つ。発生した場合には、家畜伝染病予防法に基づき、発生農場の対象とな
る豚は殺処分される。

プラごみゼロウィーク
プラスチックごみの削減とプラスチックのリサイクルを促進するため、春と夏の一定期
間を「プラごみゼロウィーク」と定め、自治会や企業等が地域清掃活動を行う活動のこ
と。
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は
プラネタリー・バウン
ダリー

地球の環境に変化が加わってももとの状態に戻り、地球環境が安定した状態を保てる限
界の範囲を示したもの。

ふるさとの緑の景観地
ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例に基づき、樹林地で優れた景観を有する区域を指定
するものであり、指定した区域においては、木竹の伐採等について届出の義務を課し、
開発行為との調整を図りながら保全を行う。

フロン類

クロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）、ハイド
ロフルオロカーボン（HFC）の3種類がフロン類として法に規定されている。冷凍空調機
器の冷媒等に幅広く使用されているが、二酸化炭素の約100から10,000倍超の温室効果
がある。また、CFC及びHCFCはオゾン層破壊物質でもある。

分散型エネルギー
比較的小規模で、かつ、様々な地域に分散しているエネルギーの総称。太陽光やバイオ
マスなどの再生可能エネルギーやコージェネレーションシステムなどがある。

平地林 平地部分にある林。薪や山菜、たい肥の原料となる落ち葉の採取などに利用される。

BEMS
Building and Energy Management Systemの略。ITを利用して業務用ビルの照明や空調
などを制御し、最適なエネルギー管理を行うビル管理システム。

ペロブスカイト型
ペロブスカイト太陽電池のこと。塗布や印刷技術で量産でき、歪みに強く軽いという特
徴がある。

法定検査
浄化槽の本来の機能が発揮されているかどうかを調べる検査のこと。浄化槽法に基づ
き、浄化槽の管理者は、受検することが義務付けられている。

保護地域
法令や制度等に基づく既存の自然公園、自然環境保全地域、鳥獣保護区、生息地等保護
区、近郊緑地特別保全地区、特別緑地保全地区、保護林、緑の回廊、天然記念物、都道
府県が条例で定めるその他保護地域等のこと。

ポリ塩化ビフェニル
（PCB）廃棄物

ポリ塩化ビフェニル（PCB）を含む廃棄物。PCBは、変圧器やコンデンサー等の絶縁油と
して使用されていたが、有害性が判明したため、製造や輸入、新たな使用が禁止されて
おり、政令で定める期間が経過する日までに処分を委託することが義務付けられてい
る。

ま マイクロプラスチック

一般に5mm以下の微細なプラスチック類をいう。5mm以下のサイズで製造された一次マイ
クロプラスチックと、大きなプラスチックが環境中で破砕・細分化されて5mm以下に
なった二次マイクロプラスチックに分類される。生物が誤食しやすく、生態系への影響
が懸念されている。

緑・みどり
原則として、「緑」は樹木や樹林等を指し、「みどり」は、「緑」に加え、公園、河
川・池沼、農地等を含む自然環境を表す総称として使用している。なお、事業や施策な
どの固有名詞として使用している場合もある。

「みどりと生き物」の
学習コンテンツ

小学4年生から小学6年生を対象にした埼玉県の貴重なみどりや生き物について学べる学
習コンテンツのこと。埼玉みどりのポータルサイトにてYouTube動画の視聴やワーク
シートのダウンロードができる。

緑のトラスト保全地
ふるさと埼玉の優れた自然や歴史的環境を後世に残すため、企業や県民等からの寄附金
（さいたま緑のトラスト基金）などを主な資金として取得・保全する緑地。

見沼田圃
さいたま市と川口市にまたがる総面積1,260haに及ぶ大規模な緑地空間。江戸時代から
主に農業生産の場として都市近郊における重要な食糧基地の役割を果たしてきた。現在
では、人間の営みと自然との調和などを目指し、保全・活用等に取り組んでいる。

ムサシトミヨ

トゲウオ目トゲウオ科トミヨ属の冷水魚であり、国や県のレッドリストにおいて、「絶
滅危惧IA類（ごく近い将来における野生での絶滅の危険性が極めて高いもの）」に分類
されている。また、埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例では、平成12年
（2000年）12月1日に「県内希少野生動植物種」として指定し、捕獲、殺傷等を制限し
ている。
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ま
目標設定型排出量取引
制度

大規模事業所ごとに二酸化炭素排出削減目標を設定し、目標達成を求める制度。目標の
達成に、他者の削減量、再生可能エネルギー及び森林吸収量等を利用（排出量取引）で
きる。

や 有害鳥獣捕獲
鳥獣による生活環境、農林水産業又は生態系に係わる被害が、現に生じているかまたは
そのおそれのある場合に、その防止及び軽減を図るために実施するもの。

有償物量 事業活動で生じた不要物のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量。

ら 流域治水
気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、ダムの建設・
再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域から氾濫域にわたる流域に関わる
あらゆる関係者が協働して水災害対策を行う考え方。

緑化計画届出制度
敷地面積1,000㎡以上の建築行為を行う場合に、緑化を行う計画を県に届け出ることを
義務付けた制度。

レジリエンス
元々は「弾力性」や「しなやかに適応できる力」などの意味。この場合は困難な状況や
変化にしなやかに適応できる力のことを指す。

レッドデータブック
絶滅のおそれのある野生生物の種をリストアップし、その生息・生育状況を解説したも
の。埼玉県では動物編を平成8年（1996年）に植物編を平成10年（1998年）に発行し、
以降交互に改訂している。

レファレンス
利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報・資料などを求めた際に、情報その
ものや必要とされる資料を検索・提供・回答する業務。

わ ワンヘルス

ヒトと動物と環境（生態系）の健康は相互につながっており、どれが欠けても成立しな
いという考え方のこと。特に近年、野生動物の生息域が広がって、ヒトと野生動物が接
触する機会が増え、人獣共通感染症のリスク等を正しく理解する重要性が高まってい
る。
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